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マ レ ー シ ア の バ イオ マ ス 発電に 関連 した

農業 ･ エ ネ ル ギ
ー ･ C D M の 展望

朴 恵淑 ･ 荒井 茂夫 ･ 安食 和宏 ･

西村 智朗 ･ 鹿嶋 津 ･ 福田 和展 ･ 佐藤 宏文 *

1 .
は じめに

マ レ ー シ ア や タイな ど東南ア ジ ア諸国は､ 籾殻を廃棄物と して 処理 して い たが､ 近年､ 籾殻

は熱効率が高い バ イオ マ ス発電の主な燃料として 見直され ､ 農業政策や経済的影響 ､ 社会構造､

地球温暖化対策をめぐる国際状況の変化な ど､ 国内だ けで なく国際的取り組みの変遷な どに対

して ､ 多方面に わた っ て 影響を及ぼ して い る｡

中部電力はい ちはやくタイ にお い て籾殻発電所を稼動させ て おり､ 海外 エ ネ ル ギ
ー

事業 に お

い て ア ジ ア を中核地域の
一

つ と して 位置付け､ 積極的な展開を はか っ て い る｡ タ イ ･ バ ン コ ク

に ア ジ ア初 の海外事務所を置き ､

パ ー ム 油生産量世界
一

の マ レ
ー

シ ア で は ｢ パ ー

ム 榔子 の房を

用いた バ イ オ マ ス発電事業｣ に出資する ことを公表するな ど､ 東南 ア ジ ア諸国で の バ イオ マ ス

発電に積極的に 関わ っ て い る ｡

東南 ア ジ ア の経済優等生で ある マ レ
ー

シ ア は筆人の経済力が強い こ とから籾殻の流通に お い

て 葦人の 影響力を調査す る必要が あり､ な お､ C D M に 関連 づ けた国際的動向を視野に入 れ

た ､ 人文社会分野の研究が大変重要となる｡ しか し､ 東南ア ジ ア諸国は､ 近年 の地球温暖化に

よる異常気象や水不足な どの 要因に より､ 農業生産量の 不安定状況が懸念され て おり､ バ イ オ

マ ス 発電の 主な燃料となる籾殻の安定的供給のた めに ､ 自然環境の 変化及び人文社会的研究と

の 文理融合型研究が望まれる｡

本研究は､ 2 0 0 6 年 3 月 1 7 日か ら 2 2 日 ま で行われた マ レ
ー

シ ア の 農業関係の 専門家や行政､

B E R N A S な どの 農業組合 ､
マ ラ ヤ大学 ( プ トラ大学) の研究者との イ ンタ ビ ュ

ー

､ 文献､ 統

計資料な どに基 づくもの で ､ マ レ
ー

シ ア の バ イ オ マ ス発電の 可能性及び課題に つ い て考察した｡

2 . マ レ ー シ ア の 政治 ･ 社会 ･ 経済的特性

(1) マ レ
ー

シ ア の 政治的特性

政体 は立憲君主制で ､ 元首 は 13 の 州 の ス ル タ ン が ス ル タ ン会議に お い て 互選され る｡ 現在

の元首は ペ リ ス州 の ス ル タ ン､ サイ ド ･ シ ラ ジ ュ デ ィ ン で ､
2 0 0 1 年 に就任 し､ 第 12 代国王と

な っ た｡ 議会は 2 院政 で ､ 上院 70 議席 ( 内4 4 は国王任命､ 26 は州議会の指名､ 任期 3 年) ､

下院議席は 2 19 ､ 小選挙区制直接選挙で ､ 任期は 5 年 で ある｡ 政府組織は 1 府 2 3 省か らなる

が､ 政策中枢は首相府で ある｡

2 0 0 3 年 10 月 ､
2 2 年間同国を指導して きた マ ハ テ ィ ー ル 首相の 退任に ともな い 後継者 として

* ブ ル ネ イ大学
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ア ブ ド ゥ ラ ･ バ グ ウ ィ 副首相が第 5 代首相とな っ た｡ ア ブ ド ゥ ラ首相 はま た与党第
一 党

U M N O ( 統
一

マ レ ー 国民組織) の主席で もあり､ 連合与党 B N ( バ リ サ ン ･ ナ シ ョ ナ ル ､ 国民

戦線､ 英訳 はナ シ ョ ナ ル
･ フ ロ ン ト) の リ

ー

ダ で も ある ｡ B N は後述す る民族関係を反映し､

民族間の利害調整と調和を目指す｡ U M N O は マ レ
ー

人を代表する政党で ､
一

貫 して B N の リ
ー

ダ で あ る｡ 華人社会を代表す る最大政党は M C A ( マ レ
ー

シ ア 華人協会) で ある｡ 小党ながら

ゲラカ ン ( 民政党) も参画して いる ｡ イ ン ド人社会を代表す る政党は M I C ( マ レ
ー

シ ア イ ン ド

人協会) で ある｡ 主 に こ の 4 党が連合与党として 民族社会の利害調整と調和政治を進めて い る｡

政策決定の 中心 はもちろん U M N O で あ るが､ 経済 に係わ る側面､ 及 び対中国関係に つ い て は

M C A の 影響力は大き い ｡ U M N O 及 び政府の シ ンクタ ンク は ｢戦略研究所｣ で ある｡ 所長は

ノ ル デ ィ ン ･ ソ フ ィ
ー

博士 で ､ 日本との太 い パ イプをも っ て い る｡ M I C は従属的と言える｡ イ

ン ド人 の人口比が少な い上 に ､ 低所得層が多く､ 経済的影響力が小さい ことが原因である｡

ア ブ ドラ首相は概ね マ - テ ィ
ー

ル 前首相の 政策を踏襲して い ると言えるが ､ 大き な違い は後

述する よう に農業重視の 政策に 切り替えた こと で ある｡ ま た マ - テ ィ
ー ル 離れ現象が顕著にな

り､ 7 月末 に は コ タキ ナ パ ル で マ - テ ィ
ー

ル 前首相に コ シ ョ ウ を投げ つ ける事件が起こ り､ ま

た ジ ョ ホ
ー

ル で U M N O 青年部が講演を拒否したりする事件が起 こ っ て い る ｡ ジ ョ ホ
ー ル 州は

シ ンガ ポ -

ル に水を供給 し､ シ ン ガ ポ
ー

ル で浄水した水を購入 して い るが ､
こ れ に対し て ､ 自

前の 浄水場の 開設を強く主張して い る同前首相の 意見に反対する U M N O 幹部も多い ｡ ア ブ ド

ラ首相に と っ て は マ - テ ィ
ー

ル 前首相の カリ ス マ 性から脱却 しな けれ ば､ 独自性を確立 し て長

期政権を目指す ことが で きな い ｡ そ れ ほ どに マ - テ ィ
ー

ル の 存在は大きい と い う こと で あるが ､

社会的混乱を引き起 こす ような問題に はならな いだ ろう｡ 同氏は､ リ タイ ア した身で あり､ 反

ア ブ ドラ勢力を結集する こ とな どしな い と明言して いる｡

(2) マ レ
ー

シ ア の社会 と民族関係

マ レ
ー

シ ア は総人口 ､ 2 ,5 5 8 万人 (20 0 4 年統計) ､ そ の 内 マ レ
ー 人 が 65 .5 % ､ 中国人が 2 .6 % ､

イ ン ド人が 7 % をそれぞれ占める多民族国家で ある ( そ の他 1 .3 % ) 0

1 9 9 1 年 の総人口が 1 , 7 5 6 万人 で ある ことか ら､ 人 口 が急速 に増加 して い るが ､ 華人 の人口

比は 30 % を下回り､ 人 口比 に お い て ブ ミ プ ト ラ ( マ レ
ー 人及 び土着人種) の 占める割合が急

速に高ま っ て い る ｡ こ れ は 1 9 7 1 年に 始まる N E P ( 新経済政策) の 下 で ､ 人 口 の 増加も
ー

つ の

目標とされたため で ､ 農村人口 の大半を占めるブミプト ラ に と っ て ､ 多産の 伝統や労働力の 確

保の 側面で人口増加とな っ て い る｡ さ らに ブ ミ プトラ優先政策の下で ､ マ レ
ー 人 口 は増加した｡

一

方 ､ 都市部居住者が ば とん ど である華人は､ 就学や就業に お い て 優先か ら排除され て い る と

い う - ン デ ィ を背負 っ て い るため に ､ 裕福な者を除い て ､ 圧倒的多数を占める
一

般の 華人家庭

で は､ 多子を楽天的に考える こ とばで きな い の で ある｡ た と えば ､ どん な に成績が良くて も､

民族別人学者割当制の 下で ､ マ ラ ヤ大学に入学で きな い子女が多数い るの で ある｡ 多数の 子供

より
､
む し ろ 一 人の 子供に教育投資を集中し､ 将来の発展を託そう とす る傾向が広がり､ 結局

華人人 口は相対的に増加せず ､ 人 口比 にお い て マ レ
ー 人 が大きく上回るこ ととな っ た｡ 少数 の

華人に 富が集中す る こ と に不満を持 っ て い る多数の マ レ
ー 人が

､ 新経済政策の もと で ､ 国家的

経済発展の 成果を享受 し､ さ ら に政治的な優越性を人口圧に よ っ て 確保し て い る､ と読み取る

ことが できる｡ U M N O の 指導者層､ 或 い は回教党の マ レ
ー

･ ナ シ ョ ナ リ ス トはそ の よう に考

え て い る｡
一

方華人は､ ブ ミ プ トラ政策に不満は抱き つ つ も､ す で に マ レ
- の 大地に生活基盤
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朴 .

■土鳩 他 マ レー シ ア の ′くイ オ マ ス 発
J

,ii に 関連 し た由実 ･ エ ネ ル ギー ･ C D M の 展望

を築畠 ､ 生 ま れ育ち､ 国民と し て の 強い 帰属感を形成して い る ばかりか､ さ ら に民族間の安協

か安全に つ な が る と い う歴史的体験によ っ て ､ 今 口 で は 民族間の 融和に よ る繁栄こ そ安食を保

証す るも の で あ る と い う普遍的意識を形成する に 至 っ て い るo か つ て の よ う に 華人 へ の富 の集

Ll ] と マ レ - 人の 貧困と い う嫉妬と憎悪の構造は もは や な くなり ､ 経済発 展を背景とし て マ レー

人 の政治指導 の 優越性を華人か 受け入れ る こ と に よ っ て バ ラ ン ス か保 た れ て い る と い え る o

( 3) 経済的状況

マ レー シ ア は ､ 1 9 9 0 年代半ばま で ｢ ア ジア の 優等生｣ と して年率 9 % 前後 の実質 G D P 成長

を遂げ た G 9 7 年の 通貨危機で 9 8 年に は マ イ ナ ス 成長 と な っ た が
､
9 9 年 に は製造業 (I T 関連)

の 生 産 拡大や 公)lll 投 資の増加､ パ ー ム オ イ ル の増産で 景気は急回復した ｡ し か し 2 0 0 0 年 は､

米 I T バ ブ ル 崩壊によ り再び低迷した ｡ 全輸出の約 6 割が 半導体な ど の I T 関連財で ､ そ の 最

大 の 輸出先が 米国で あ る こ と か ､ 経済 の 足 を引 っ 張 っ た o た だ ､
2 0 0 2 年以降は ､ 米国経済 の

回復期待 の 高ま りを背景に経済も回復 へ 向か っ た ｡

マ レ- シ ア ･ リ ン ギ は､ 通貨危機直前 の 1 ドル - 2 .5 1 リ ン 羊 か ら､ 9 8 年 1 月 4 . 4 0 リ ン ギ へ

と 5 0 % 近く■F- 落した o 政府 は ､ 相場安定 の た め 9 8 年 9 月 1 El の 新外国為替管理 令 ( 資本流出

規制) を発表し, リ ン ギ の米 ドル固定 ( 1 ドル
-

3.8 リ ン ギ) を導入 し. 現在 に至
っ て い る c

G D P の 産業別構成をみ るo 8 0 年代以降 の 急速な輸出と設備投資 の 拡大を背景に 工 業化か進

展 し た ｡
8 7 句ミに は ､ 製造繋 の シ ェ ア が農薬の 20 % を抜 い て 最大 の 産業セ ク ターとな っ た D

2 0 0 0 年の 製造業比率は 36 % に 達し た も の の ､
そ の 後 30 % 前後ま で シ ェ ア が低下し た D 農業 の

比率ほ ､
8 0 年 に は 2 2 .2 % で あ っ た が

､
2 0 0 0 年 に は 8 .4 % と l 割を割り込ん だ もの の

, 最近は

8 . 7 % で 下け止ま っ て い る ( 表 1) 0

表 1 . マ レ
ー

シ ア の G D P の 産業別構成比

( 削な : % )

1 9 6 5
1
1 9 7 0 1 9 8 0 Ⅰ9 9 0 ト9 9 5 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0≡;
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商業 . ホテル . レ ストラン l 5_3 l 3_7 1 2.6 1 l.I 1 2 .) ー6 .0 l 5 .I 1 4 .9 ー4_ 3

金融 . 鎌険 . 不動 産 6_0 6 ,0 8 .2 9 .8
■

1 0 .7 1 3 .5 l 3 .9 l 5 .I l 5 ,l

政 府 サ ー ビ ス L 9_1 1 9 ,3 1 3.0 1 0 .8 g .7 7 .4 7 .I 7 .2 7 .ヰ

そ の 他 サ ー ビ ス 4 ,6 3 ,6 1 0 .】 9_5 9 .0 8 .0 l 4 .5 1 3_7 L 3 .3

G Df, 計 l o o .0 一o o .0 ‖〕0 .0 1 0 0_0 1 0 0_0 1 0 0_0 1 0 0. 0 1 0 0. 0 1 0 0 .0

( 資料) マ レー シ 7 統 計 局

l

l

.
t!. 輿 : 柴F Fl ( 2 00 4 )

マ レ ー シ ア の経済政策 は､ 首相府に属す る経済企画院で 立案され るo 同院 は 30 D 人 に 上 る職

員に よ っ て ､ 開発戦略､ 中長期計画､ 開発予算 の編成､ 開発計画の評価､ 各内外の課題等に関

わ る 問題を担当して い るo

新経済政策 ( N E P ) 第 5 次 5 年計画 (1 9 8 6) 以降､ 外貨導入と輸出志向工業化政策を推進
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して 高度成長を達成 したが ､
9 7 年通貨危機に直面し 9 8 年 は マ イ ナ ス成長とな っ た｡ しか し､

マ - テ ィ
ー

ル 首相は I M F の 支援を受けようとする ア ン ワ ル副首相の意見を退け､ 同年為替管

理措置を導入 し､ 9 9 年 2 月以降に 緩和効果が出は じめた ｡ 2 0 0 0 年以降は プ ラ ス成長を維持 し

て い る｡ W A W A S A N 2 0 2 0 ( ビ ジ ョ ン 2 0 2 0 ､ マ レ
ー

語 で は ワ ワ サ ン ･ ドゥ ア プ ロ ド ゥ ア プ ロ)

は マ - テ ィ
ー

ル が 91 年 に 提示した政策で ､ 年平均 7 % の 経済成長､ G D P の 9 倍増､ 所得を 4

倍 に増やし ､ 2 0 2 0 年 に は先進国に仲間入りす ると い う構想で ある｡ 原住民族を優先の ブ ミ プ

ト ラ ( 土地 の 子) 政策に よ っ て所得の低い マ レ ー 系住民の生活水準を引き上 げ､ さ ら に華人 へ

の 富の 集中を是正 し､ 1 9 7 0 年時点の マ レ ー 人の 法人企業株式所有比率 1 .9 % を 1 9 9 0 年 に は 30

% 以上 に す ると い う目標が掲げ られ ､ 同比率は 2 1 % ま で 向上 した｡ しか し長期間の 優先生成

策に慣れた マ レ ー 人 の安易な政府に対す る依頼心 も批判され た｡ ま た華人資本積極的活用の必

要とされ た こ とか ら
､
ブ ミ プ ト ラ政策の 精神を基礎に民族の 協調 に よる発展を目指す の が

W A W A S A N 2 0 2 0 で あ っ た ｡ 基本的理 念は以下の よう に なる｡

･ マ レ
ー シ ア 人とし て の共通意識と国家的統合の確立

･ 安心 と信頼の マ レ
ー

シ ア人社会の創造

･ 成熟し て民主主社会の育成

･ 道徳､ 倫理 をわきまえた社会の確立

･ 自由 で寛容な成熟した社会の確立

･ 科学技術文明の発展に貢献す る革新的 ･ 先進的社会の 確立

･ 思 い やりと い たわりを備えた社会文化の 確立

･ 社会 に おける経済的な公正の 保証

･ 競争力と活力に溢れ た経済社会の 確立

ア ブ ドラ首相も基本的に は こ の 政策を受け継い で い る ｡ - イ ペ ー

ス の 経済成長を維持して 将

来の豊かな暮らしと健全な国民生活の 確保するため に ､ 先進国型産業構造 へ の 前進をはかり､

輸出指向型資本 ･ 技術集約産業の 育成や教育､ 金融サ
ー

ビ ス部門の 強化が目標とされた｡ そ の

中 の
一

項 に ｢ 農業セ クタ
ー

の 確信､ より効果的な資源の活用｣ がある の だが､ マ - テ ィ
ー ル

前首相の辞任時期から こ の農業強化方針が ､
ア ブ ドラ首相とな っ て か ら､ より鮮明化して きた ｡

新内閣で は ､ 旧農業省は ､ 農業 ･ 農産業省となり､ ま た
一

方 で 旧
一

次産業省が農園
･ 一 次産

品省とな っ た ほ か ､ 旧地方開発省が農村 ･ 地方開発省と改名す るな ど
､
農業 の運営に お い て の

管轄を各省の 中に細分 して いくとともに ､ 農業 に携わる国民 へ の誘因策も検討され始めて い る ｡

今後の 中長期的な経済政策に つ い て は､ 2 0 0 6
- 2 0 1 0 年 を対象とす る ｢ 第 9 次 マ レ

ー

シ ア計

画｣ で は､ 新 たな成長分野の 開発 ( より高度の製造業､ バ イ オ
､ 観光､ 教育､ 医療､ イ ス ラ ム

金融､ - ラ ル 食品) 等が盛り込まれて い る｡ パ
ー ム 農園 に つ い て は取り分けて 重点が置かれ ､

華人 の民間投資が積極的に行われ
､
マ レ

ー シ ア 国内ばかりで なく､ ス マ ト ラ に も広が っ て い る｡

近年 の ヘ イ ズ被害は伝統的焼き畑農業に よるもの で はなく大規模な パ
ー

ム 農園開発が原因して

い る こ とはよく知られ て い る｡

< 経済指数に よる経済状況 >

･ 貿易相手国上位 3 位 (20 0 4 年)

輸出 : ア メ リカ 18 .8 % ､ シ ン ガ ポ ー ル 1 5 . 0 % ､ 日本 1 0 .1 1 %

輸入 : 日本 1 5 .9 % ､ ア メ リカ 14 . 5 % ､ シ ン ガ ポ ー ル 11
.1 %
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朴 意淑他 マ レ
ー

シ ア の バ イ オ マ ス 発電 に 関連 し た農業 ･ エ ネ ル ギ
ー
･ C D M の 展望

･ G D P の 伸 び率は ､
1 9 9 8 年 の 4 80 億 ドル か ら 20 0 4 年 に は 6 5 3 億 ドル で ､ 前年比 7 .1 % の 成

長率で ある｡ 2 0 0 5 年 は 701 億 ドル ｡

･ G N P (
一

人当たり) で見ると 1 99 8 年の 30 9 3 ドル か ら 200 3 年 に は 38 4 0 ドル ､
2 0 0 4 年 は

4 3 7 3 ドル ､ 2 0 0 5 年 は 5 - 1 7 ドル と な っ て い る｡

･ 消費物価上昇率は ､
2 0 0 0 年 1 .6 % ､ 2 0 0 1 年 1 .4 % ､ 2 0 0 2 年 1 .8 %

､
2 0 0 3 年 1 .2 % ､

2 0 0 4 年

1 .4 %
､
2 0 0 5 年 3 .1 % ｡ 経済成長率から見ると物価上昇は抑え られ て い る こ とが分かる ｡

･ 失 業率は ､
2 0 0 0 年 3 . 1 % ､ 2 0 0 1 年 3 .6 % ､ 2 0 0 2 年 3 .5 %

､
2 0 0 3 年 3 , 5 % ､

2 0 0 4 年 3 .5 % ､

2 0 0 5 年 3 .8 % )

(4) 日本との 関係

同国の経済的成功を指導した マ - テ ィ
ー

ル 前首相は､ 日本の成功に学ぽ うとす る ル ッ ク
･ イ ー

ス ト政策を推進した ことは周知の こ と で ある ｡ ア ブ ド ゥ ラ首相も､ ル ッ ク ･ イ ー

ス トを基本政

策として ､
お おむね マ - テ ィ

ー

ル 前首相の 路線を踏襲して い る｡ 表 2 に 対日貿易､ 表 3 に 対 マ

レ
ー

シ ア直接投資､ 表 4 に マ レ
ー

シ ア の対日本向け輸出統計を示 した｡

< 日本一 マ レ
ー

シ ア と の 二 国間条約 ･ 取極 >

通商協定 (19 6 0 . 5 . 1 0 署 名)

租税協定 (19 7 0 . 1 . 3 0 ′′ )

航空協定 (19 6 5 . 2 . l l ′′ )

査免取極 (19 8 3 . 1 . 2 5 ′′ )

補償協定 (19 6 7 . 9 . 2 1 ′′ )

郵便為替交換協定 (1 98 3 . l l . 1 8 ′′ )

日 本 マ レ
ー

シ ア経済連携協定 (20 0 5 . 1 2 署名､ 2 0 0 6 . 7 発効)

表 2 . 対 日貿易 ( 単位 : 億 リ ン ギ､ 出典 ; 中央銀行)

年 度 2 0 00 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3 2 0 0 4

輸 出 48 7 .7 4 4 3 .9 3 9 7 . 1 42 5 .1 4 8 5 .6

輸 入 65 5 .1 5 3 7 .5 5 3 9 . 0 5 4 0 .4 6 3 7 .4

･

主 要輸 出品目; 機械機器､ L N G な ど鉱物性燃料､ 木材

･ 主要輸入 品目; 半導体等電子部品､
一

般機器､ 鉄鋼

表 3 . 対 マ レ
ー

シ ア 直接投資 (単位 : 億 リ ン ギ､ 出典 ; 中央銀行)

年 度 1 9 9 9 2 0 0 0 2 0 0 1 2 0 0 2 2 0 0 3

投 資 額 合 計 3 2 8 3 70 4 6 2 3 4 8 1 0

日本 か らの 投資 7 2 3 6 5 3 4 1 7

米 国か ら の 投資 9 3 13 1 1 5 6 7 4 8
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表 4 . マ レ
ー

シ ア の対日本向け輸出統計 (2 0 0 4 年か ら､ 出典 ; 統計庁)

分 野 価格 R M 構成比率 伸 び率

電子電気製品 17 8 億 3 6 .8 % 0 .2 %

石油 . ガ ス な ど鉱物製品 13 5 億 2 7 .9 % 6 .3 %

丸太を 除 い た木材製品 3 7 億 7
.
7 % 1 . 1 %

パ ー ム オ イ ル と丸太等農業製品 2 6 億 5 .4 % 15 %

化学 と化学製品 2 5 億 5 .2 % 3 7 %

そ の 他 8 2 億 1 7 .0 % 2 5 %

総輸 出額 4 8 5 億 1 0 0 % 14 . 1 %

3 .
マ レ ー シ ア における稲作農業の 地域特性と年々変動

(1) マ レ ー

シ ア 農業 の概要

マ レ ー シ ア農業の全体像を把握するため ､ マ レ
- 半島部に つ い て ( 資料上 の 制約からサ バ ､

サ ラ ワ ク州は除く) 作物別の農地面積に つ い て まとめた (表 5) ｡

表 5 . 作物別の 農地面積とそ の推移 ( マ レ ー 半島部)

作 物 1 9 7 4 年 1 9 8 4 年 1 9 9 0 年 2 0 0 2 年

ア ブ ラ ヤ シ 4 85 . 1 1
,
2 4 3 .5 1

,
6 0 6 .0 2

,
4 5 8 .4 (4 0 . 1)

ゴ ム 1
,
9 38 .9 2

,
0 0 3 .5 1

,
9 6 0 .1 1

,
5 4 8 .5 (2 5 .3)

栄 4 28 .6 4 4 7 .6 4 3 3 .4 3 9 8 .7 (6 .5)

コ コ ヤ シ 1 9 7 .2 2 0 9 .2 2 02 .9 1 4 3 .1 (2 .3)

園 芸 作 物 2 36 .5 2 7 7 .0 2 8 4 .8 3 1 6 .6 (5 .2)

野 菜 5 .9 5 .8 7 .1 1 4 .4 (0 .2)

果 樹 19 .9 2 8 .5 63 .1 1 5 6 .9 (2 .6)

養 殖 池 0 .9 2 .7 5 .7 1 3 . 1 (0 .2)

牧 草 地 3 .9 1 9 .5 22 .
1 2 3 .2 (0 .4)

休 閑 地 2 20 .9 2 0 0 .5 1 73 .2 1 5 5 .8 (2 .5)

草地 . ブ ッ シ ュ 5 04 .6 4 3 1 .5 4 7 6 .6 7 6 9 .6 (1 2 .6)

そ の 他 1 54 .2 1 6 8 .6 1 6 2 .4 1 3 1 .4 (2 . 1)

計 4
,
1 9 7 5

,
0 3 8 5

,
3 9 7 6

,
13 0 ( 10 0)

単位は 千h a ､ ( ) は %

A g ric u ll u r e Sta ti stic a l H a n d b o ok 2 00 5 より作成

マ レ
ー

半島部の 農地 (農業的な土地利用と識別され る場所) は､ 1 9 7 0 年代以降全体的に拡

大 して おり､ 20 0 2 年 で は約 61 3 万 h a と見積もられ て い る ｡ そ の 中で は､ ア ブ ラ ヤ シ園 (約

2 46 万 h a) と ゴ ム 園 (約 1 55 万 h a) が 卓越 して おり､ 前者は全体の 40 % を､ 後者は 25 % を占

め て い る｡ 特 に ア ブ ラ ヤ シ栽培の増加は顕著で あり､ マ レ ー シ ア の 伝統的商品作物で ある ゴ ム

栽培の 面積を上回るま で 成長 した｡ 表 5 より､ 稲作 に つ い て みる と､ 1 9 7 0 年代 に は田 の 面積

は増加したが ､ 以後頭打ちとなり､ 近年 で は面積は減少傾向に ある ｡ 水 田面積は約 4 0 万 h a

で ､ 全体 の 6 .5 % を占める にす ぎな い (20 0 2 年) ｡ 稲作農業は､ 主食 の生 産 ･ 供給 に お い て 重

要な役割を果た して は い るが､ 輸出用商品作物 (外貨獲得作物) として 力が入れられ て い る ア

ー 90 -
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エ ネ ル ギ

ー ･ C D M の 展望

ブ ラ ヤ シ ･ ゴ ム生産と比 べ ると､ そ の地位は低い (国際農林業協力協会編 1 98 8 ､ 朴 ほ か 2 00 6) ｡

(2) 稲作農業生産の推移と地域特性

マ レ
ー

シ ア に おける稲作の 展開過程に つ い て 述 べ る｡ 国際農林業協力協会編 (1 98 8) より要

約す る と､ 第 2 次世界大戦直後で は､ 米 の 自給率は 50 % に 満たな い 程度で あり､ 戦後 の農業

政策は､ 米 の増産 ･ 確保 の ため の 二期作化と､ 入植を前提と した農地開発事業に力点を置い て

きた｡ 米 の 二期作化の ため の 濯概排水事業の代表的なもの と して ､ マ レ
ー

半島西岸部の クダ
ー

平野 ( プ ル リ ス州およびク ダ ー 州) に お ける ム ダ濯概 プ ロ ジ ェ ク ト ( 通称 M A D A) と､ 半島

東岸部の ク ラ ン ク ン平野 ( ク ラ ン ク ン州) に お けるク ム ブ濯概プ ロ ジ ェ ク ト ( 通称 K A D A )

が 挙げられる｡ 両者とも世銀の借款に より実施されたもの で ､ 前者は 196 6 年着工 で ､ 1 9 7 0 年

に完成 した ｡ 受益面積は約 10 万 h a ､ 受益農家は約 6 千戸とさ れる｡ 後者は 1 96 8 年着工 で ､

完成が 1 9 7 1 年､ 受益面積は 1 .9 万 h a で あ る｡ こ れ らは ､ マ レ
ー シ ア の代表的穀倉地帯とな っ

て い る｡ 他 に も､ 大規模な水田地帯に おける濯概プロ ジ ェ ク トの実施 により､ 基幹施設が完備

され ､ 二 期作化が大きく進められ て きた｡ ま た同時に高収量品種の導入が図られ て きた｡

濯概施設の 整 っ た水田面積は､ 1 9 6 0 年 に 21 万 h a で あ っ た の が､ 8 5 年 で は 33 .5 万 h a に 増

加し､ ま た 二期作水田面積は､ 同時期に 0 .8 万 h a か ら 2 8 .4 万 h a に 増加 した｡ そ して 米 (籾)

の 生産量は､ 同時期に 73 万 ト ン から 19 5 万 ト ン へ と急激に 増加した ( 国際農林業協力協会編

19 8 8 より) ｡ 大 きく見ると､ マ レ
ー

シ ア 稲作に お い て は
､
1 9 6 0 - 7 0 年代は生産力増強の 時代で

あ っ た ｡ しか し､ 1 9 8 0 年代以降､ 稲作生産は停滞傾向に あ る｡ 国全体の籾米生産量を 5 年 ご

と にみる と
､
2 0 4 万 ト ン (19 8 0 年) ､ 1 9 5 万 ト ン (85 年) ､ 1 8 8 万 ト ン (90 年) ､ 2 1 3 万 ト ン (9 5

年) ､ 2 1 4 万 ト ン (2 0 0 0 年) ､ 2 2 4 万 ト ン (0 5 年､ 推定値) と推移 して おり (国際農林業協力協

会編 19 8 8 ､ マ レ
ー

シ ア 日本人商工会議所調査委員全編 20 0 5 ほ か) ､ か つ て の よう な伸びはも

はや見られな い ｡

マ レ
ー シ ア で は､ 稲作農業政策に お い て ､ 米の 国内完全自給とい う目標が戦後強調された時

期もあるが ､ 米 の 自給率は 1 97 0 年代後半の 9 0 % を最高と して ､ 以後は低下した｡ 自給率 に つ

い て は､ 8 0 年代初頭か ら､ 80 - 8 5 % 程度が目標とされ た｡ そ し て最近で は､ こ の 自給率目標

は 70 % 程度ま で下げ られ て い る ( 国際農林業協力協会編 19 8 8 ､ 朴 ほ か 20 0 6) ｡ 具体的 に み る

と､ 2 0 0 0 年時点で 米の 自給率は 70 % で ､ 5 9 万 ト ン の米 (精米) が輸入された｡ そ し て ､ 2 0 0 5

年 で は ( 推定値) ､ 自給率 は 7 2 % ､ 米輸入 量は 46 万 ト ン とされ て い る (A g ri c u lt u r e S ta ti sti c al

H a n d b o ok 2 0 0 5) .

次 に ､
マ レ

ー

シ ア 稲作の 地域的特徴 に つ い て 検討す る｡ 表 6 に は､ 州別 に ､
2 0 0 3 年 の 稲作

付面積 ･ 籾米生産量 ･ 収量を示した ｡ マ レ
ー

シ ア の農業統計で は､ 2 0 0 2 年 8 月か ら 2 00 3 年 2

月 の 間に植え付けられ た分が 200 2 / 0 3 M a i n S e a s o n と して ､ そ して 20 0 3 年 3 月 から 7 月 に植

え付けられた分が 200 3 0 ff S e a s o n と して 扱われる (他 の 年も同様､ p a d d y S t a ti s ti cs of M a l a) si d

2 0 0 3 に よ る) ｡ 両者を合 わせた数値が 200 3 年分と し て 公表 され る｡ な お こ こ で は ､ 前者 を

｢ 雨季作｣ ､ 後者を ｢ 乾季作｣ と称する ｡
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表 6 . 州別にみた稲作付面積 ･ 籾米生産皇 ･ 収量 (20 03 年)

州

200 2 / 0 3 年雨季作 2 00 3 年乾季作 200 3 年計

稲作付 籾 米 面積当たり 稲作付 籾 米 面積当たり 稲作付 籾 米 面積当たり

面 積 生産量 収 量 面 積 生産量 収 量 面 積 生産量 収 量

ジ ョ ホ ー ル 1 β71 4
,
689 3

,
420 1

,
1 08 3

,
39 4 3 ,06 3 2

,
4 7 9 8

,
083 3

,
260

ク ダ 106
,
28 7 426

,
5 30 4

,
0 13 1 04

,
2 38 39 Ⅰ

,
205 3

,
7 5 3 21 0

,
5 25 81 7 ,735 3 ,884

ク ラ ン ク ン 3 4
,
32 0 10 0

,
5 92 2

,
93 1 25

,
2 4 1 82

,
841 3

,
28 2 59

,
561 1 83

,
433 3 ,080

マ ラ ッ カ I
,
28 6 3

,
26 4 2

,
538 6 06 1

,
660 2

,
74 0 1

,
8 92 4

,
92 4 2

,
603

ヌ ダリ . ス ン ビラ ン 1
,
4 1 9 4

,
4 73 3

,
15 2 4 07 2

,
4 1 2 5

,
9 27 1

,
8 26 6

,
885 3

,
7 71

ハ ノヽ ン 3
,
64 4 1 3

,
4 97 3

,
704 3

,
277 10

,
608 3

,
2 37 6

,
9 21 24

,
1 0 5 3

,
483

ぺ フ 4 6
,
0 38 16 2

,
1 92 3

,
5 23 4 1

,
1 5 3 128

,
3 1 5 3

,
1 1 8 87

,
19 1 290

,
507 3

,
332

プ ル リ ス 2 6
,
08 8 10 5

,
1 09 4

,
029 25

,
5 68 86

,
36 9 3

,
378 51

,
65 6 191

,
4 77 3

,
70 7

ペ . ナ ン 1 2
,
4 4 3 5 5

,
819 4

,
486 1 2

,
4 99 46

,
4 5 9 3

,
71 7 2 4

,
94 2 102

,
278 4

,
10 1

ス ラ ン ゴ ー ル 1 8
,
89 7 10 3

,
064 5

,
4 5 4 1 8

,
9 1 4 99

,
12 8 5

,
24 1 37

,
8 1 1 2 02

,
193 5

,
3 4 7

ト レ ン ガ ヌ 1 0
,
3 4 8 32

,
1 72 3

,
109 7

,
628 26

,
9 1 2 3

,
52 8 ー7

,
97 6 5 9

,
08 4 3

,
28 7

マ レ ー

半 島部 計 26 2
,
1 4 1 1

,
0 1 1

,
4 00 3

,
8 58 24 0

,
639 8 79

,
30 3 3

,
654 5 02

,
780 1

,
890

,
703 3

,
7 60

( う ち穀倉 地域) (ー9 1 ,79 7) ( 7 89 ,036) ( 4 , 1 14) (l 89 ,S IS) ( 776 ,74 0) ( 4 ,099) ( 38Ⅰ,3Ⅰ0) ( 1 ,565 ,776) (4 ,106)

サ ハ 3 2
,
56 5 1 05

,
708 3

,
2 46 9

,
01 2 4 0

,
28 4 4

,
470 4 1

,
577 145

,
991 3

,
5 1 1

サ ラ ワ ク 12 7 ,395 220
,
179 Ⅰ

,
7 28 68 16 3 2

,
399 l27

,
463 2 20

,
3 42 1

,
729

全 国 計 42 2
,
1 01 1

,
337

,
287 3, 168 24 9 ,7 19 9 1 9

,
7 5 0 3

,
683 67 1

,
820 2

,
2 5 7

,
03 7 3

,
36 0

面積はh a
､
生産量 は ト ン ､ 収量 はk g / h a ｡ 数値は水稲 と陸稲 (サ バ ､ サ ラ ワ ク州 の み) の 合計値｡

P a d diy S t a ti stic s of M a laJ Sia 20 0 3 よ り作成

200 3 年 に つ い て まと め て み ると ､ 全体 で 6 7 万 2 千 h a の 作付 けがあり､ 2 2 5 万 7 千 ト ン の

籾米の生産が あ っ た ｡ こ の 中 で ､ マ レ
ー

半島部が占める割合が大きく､ 全作付面積の 74 .8 %

( 5 0 万 3 千 h a) ､ 全生産量の 8 3 .8 % ( 1 8 9 万 ト ン) を占め て い る｡ 全国平均の 面積当たり収量

は 3
,
3 6 0 k g / h a と計算され るが ､

マ レ
ー

半島部は 3 ,7 6 0 k g / h a に 達 す る｡
一

方 ､ サ ラ ワ ク州

の 数値は特に低い が ､
こ れ は陸稲の 比率が高い こ と (20 0 3 年統計で は同州の 作付面積の 54 %

を占める｡ な お同年の 統計で は半島部で の 陸稲栽培はみ られ な い) ､ そ して 濯概な どの 基盤整

備が進んで い な い こ とと対応す る｡ 雨季作と乾季作に 区別して みると､ 半島部にお い て は､ 面

積 ･ 生産量 ･ 収量 いずれ に お い て も､ あ まり大きな違い はみられな い ｡ す な わ ち､ 濯概設備等

の 充実に より､ 大部分の地域で 二期作が実現で き て い る｡
一

方 で ､
サ バ 州とサ ラ ワ ク州 で は､

二 期作が可能な地域が限られ て い るため ､ 乾季 に なると作付面積と生産量は大きく減少す る｡

マ レ
ー

半島部に つ い て ､ 州別 に検討すると ､ 作付面積が大きい の は ､
ク ダ ー 州､ ベ ラ州､ ク

ラ ン ク ン州､ プ ル リ ス州､ ス ラ ン ゴ
ー

ル 州の 順となり､ 生産量で みる と､ ク ダ
ー 州､ ベ ラ州､

ス ラ ン ゴ
ー

ル 州､ プ ル リ ス州､ ク ラ ンク ン州と い う順で ある｡ 両者ともにク ダ
ー

州 の地位は高

く､ 半島部の 作付面積の 4 2 % ､ 生産量の 4 3 % を占めて い る｡ ま た収量で は ､
ス ラ ン ゴ

ー ル 州､

ペ ナ ン州､ ク ダ
ー

州､ ヌ グ リ ･ ス ン ビラ ン州､ プ ル リ ス州と並ぶ ｡ 結局の と ころ､ マ レ
ー

シ ア

の稲作は､ マ レ
ー

半島西岸部の北側 ( プ ル リ ス ､
ク ダ ー

､ ペ ナ ン ､ ベ ラ ､ ス ラ ン ゴ
ー

ル の 5 州)

と半島東岸部の北部 ( ク ラ ン ク ン州とト レ ンガ ヌ州) に集中して おり､ 地域的な偏りが大きい ｡

ま た マ レ
ー

シ ア の 稲作に お い て は､ G r a n a r ァ A r e a ( 穀倉地域) が政策的に重視されおり､

統計上 も詳し い デ ー タ が公表されて い る｡ こ の G r a n a r y A r e a と は ､ 濯概設備の整 っ た大規模

- 9 2 -



朴 意淑他 マ レ
ー シ ア の バ イオ マ ス 発電 に 関連 した 農業 ･ エ ネ ル ギ

ー ･ C D M の 展望

稲作地域 (面積は 4 千 h a 以上) で あ り､ 国家農業政策に お い て主要稲作地域と認定され て い

る 8 つ の 地域を指す ( P a d dLy S ta ti s ti c s of M a l ay si a 2 0 03 より) ｡ 表 6 よりわか るよう に ､ こ れ ら

の 穀倉地域に つ い て 合計す る と､ 半島部の 稲作付面積の 7 5 .8 % を､ そ し て 生産量の 82 .8 % を

占め､ そ の地位は非常に高い ｡ 土地生産性も平均よりかなり高く､ マ レ
ー シ ア の米生産を支え

て い る地域とい える｡

次 に ､ こ の穀倉地域に つ い て ､ より詳しく検討して みる ｡ こ れ ら 8 つ の 穀倉地域は全て ､ 前

述 の稲作地域 7 州 に位置す る (表 7) ｡

表 7 . 穀倉地域別にみた稲作付面積 ･ 籾米生産量 ･ 収量 (20 03 年)

穀倉地域

200 2 / 03 年雨季作 20 03 年乾季作 2 00 3 年計

稲作付 籾 米 面積当たり 稲作付 籾 米 面積当たり 稲 作付 籾 米 面積当たり

面 積 生 産量 収 量 面 積 生産量 収 量 面 積 生産量 収 量

M A D A

(クダ
ー . プルリス州)

96 ,33 8 4 1 5
,98 7 4

,
3 18 9 6

,
38 6 4 32

,
67 7 4

,
48 9 1 9 2

,
7 2 4 84 8

,
6 64 4

,
4 0 4

K A D A

( ク ラ ン ク ン 州)
1 7
,36 3 5 5 , 40 5 3 , 1 9 1 2 3 , 4 23 7 7

,
39 0 3

,
30 4 4 0

,
78 6 13 2

,
7 9 5 3

,
2 5 6

P K S M

(ベ ラ州)
28 ,5 7 5 9 5 ,8 1 2 3 , 35 3 2 8 ,6 5 7 82

,
5 3 2 2

,
88 0 5 7

,
2 32 1 78

,
3 4 4 3

,
l 16

P B L S

(ス ラ ン ゴ
- ル州)

18
,
5 6 5 1 0 1

,
9 5 9 5

,
4 9 2 1 8

,
5 83 9 7

,
9 1 4 5

,
26 9 3 7

,
1 4 8 19 9

,
8 7 3 5

,
3 80

P . P . P . ち .P . Pi n 礼n
g

( ペ ナ ン州)
8
,
77 3 3 9

,
6 4 5 4

,
5 19 8

,
7 6 5 32

,
98 3 3

,
76 3 1 7

,
5 38 72

,
6 28 4

,
l 4 1

S e b e r a n
g
P e r a k

( ベ ラ州)
12
,
74 7 4 8

,
68 1 3

,
8 19 7

,
9 5 0 30

,
3 77 3

,
8 2 1 2 0

,
6 9 7 79

,
0 5 8 3

,
820

K E T A R A

( ト レ ン ガ ヌ 州)
5
,
1 1 0 1 9

,
00 9 3

,
7 20 5

,
0 9 1 20 ,96 5 4

,
1 1 8 1 0 ,2 0 1 39

,
97 4 3

,
9 19

K e m a si n S e m e r a k

( ク ラ ン ク ン 州)
4
,
32 6 1 2

,
5 37 2

,
898 6 58 1

,
90 4 2

,
8 93 4 ,9 8 4 1 4

,
4 4 0 2

,
89 7

計 1 9 1
,
79 7 78 9

,
0 36 4

,
1 1 4 18 9

,
5 1 3 776

,
7 4 0 4

,
0 99 38 1

,
3 10 1

,
5 6 5

,
77 6 4

,
10 6

面積 はh a ､ 生産量 は ト ン ､ 収量 はk g / h a ｡ 数値は 全て 水稲 で あ る ( 陸稲は み られ な い) ｡

資料 は表 6 と同 じ

作付面積 ･ 生産量とも に大き い の が､ ク ダ
ー

州から プ ル リ ス州 に か けて の M A D A ( ム ダ農

業開発地域) で ある｡ こ れ は､ 穀倉地域全体の作付面積の 51 % ､
生産量の 54 % を占め て おり､

生産性も高い ｡ そ れ以外で は ､ ベ ラ州の P K S M ( ク リ ア ン ･ ス ン ガ イ ･ マ ニ ッ ク農業開発地

域) ､ ス ラ ン ゴ
ー

ル 州 の P B L S ( 北西 ス ラ ン ゴ
ー

ル 農業開発地域) ､ そ し て ク ラ ン ク ン州 の

K A D A ( ク ム ブ農業開発地域) で稲作が盛ん に なされ て い る ( 表 7) ｡ た だ し､ P K S M と

K A D A の 生産性は低い ｡ ま た､ 雨季作と乾季作にわ けて みる と､ 全体的に 二期作の実施率が

高い が ､ 地域ごと の 違 い も認められる ｡ ベ ラ州 の S e b e r a n g P e r a k ( ス ベ ラ ン
･ ベ ラ農業開発

地域) とク ラ ン ク ン州 の K e m a si n S e m e r a k ( ク マ シ ン ･ ス メ ラ ッ ク農業開発地域) で は ､ 雨

季作に比 べ て 乾季作の実施率が低く､ 他地域と は条件が違うよう で あ る｡

(3) 米生産量 の 年々 変動

前節で は マ レ
ー

シ ア の稲作の地域性に つ い て 検討したが､ 次 に米と籾殻の安定供給とい う視

点から､ 生産 の年 々 変動に つ い て考察す る｡ 過去 10 年間 (1 9 9 4 - 2 0 0 3 年) の 作付面積 ･ 籾米

生産量 ･ 収量 の 変動に つ い て まとめた のが ､ 表 8 で あ る｡
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表 8 . 稲作付面積 ･ 籾米生産量 ･ 収量 の 変動 (19 94
- 2 00 3 年)

地 域 1 9 9 4 1 99 5 1 99 6 1 99 7 1 998 1 99 9 20 00 2 00 Ⅰ 200 2 200 3 年

作

穀 倉 地 域 383
,
94 7 38 3

,
20 1 38 2

,
4 5 3 39 5 ,0 10 39 4 ,688 39 4 ,0 7 6 39 1 ,0 12 3 7 5 ,1 16 382 ,35 5 38 1 ,3 10

( 半 島 部) ( 99 .8) ( 99 .6) ( 10 2 .9) (10 2 .8) ( 10 2 .6) ( lo t .8) ( 97 .7) ( 99 .6) (9 9 .3)

非 穀 倉 地 域 1 2 4
,
027 1 1 3

,
34 1 12 1

,
48 0 ー19

,
63 7 109

,
4 79 1 19

,
3 04 1 27

,
9 15 1 25

,
5 4 6 1 26

,
4 ー3 12ー

,
4 70

付 ( 半 島 部) ( 91 .4) ( 97 .9) (9 6 .5) (88 .3) (9 6 .2) ( 103 .1) ( 1 01 .2) ( 1 0 1 .9) (9 7 .9)

面 サぺ サラワク州 1 90
,
650 1 76

,
2 4 5 18 1

,
53 5 1 76

,
328 17 0

,
23 7 1 79

,
0 09 1 7 9

,
7 75 1 72 ,9 72 1 69

,
776 169

,
040

積 ( 92 .4) ( 95 .2) (9 2 .5) (89 .3) ( 93 .9) ( 9 4 .3) ( 90 .7) ( 89 .1) (8 8 .7)

全 国 698
,
62 4 6 7 2

,
78 7 68 5

,
46 8 690

,
9 7 5 67 4

,
4 0 4 69 2

,
3 89 698

,
702 6 7 3

,
6 34 678

,
5 4 4 67 1

,
8 20

( 96 .3) ( 98 .1) (9 8 .9) (9
_
6 .5) (9 9 .1) ( 100 .0) ( 96 .4) ( 97 . 1) (9 6 .2)

籾

穀 倉 地 域 1
,
4 7 6

,
723 1

,
52 7

,
738 1

,
5 4 4

,
83 4 Ⅰ

,
50 5

,
5 1 7 1

,
479

,
982 1

,
4 56

,
5 05 l

,
4 65

,
73 5 1

,
4 37

,
6 5 9 1

,
4 92

,
8 18 1

,
565

,
776

( 半 島 部) (10 3 .5) ( 1 04 .6) (lot .9) ( 100 .2) ( 98 .6) ( 99 ,3) ( 97 .4) ( lo‡.0) ( 10 6 .0)

非 穀 倉 地 域 339
,
8 43 3 10

,
5 72 398

,
43 5 33 1

,
498 270

,
2 10 30 4

,
3 87 383

,
6 46 3 52

,
8 4 2 359

,
09 1 324

,
9 27

米

坐

産

( 半 島 部) (9 l .4) ( 1 1 7 .2) (9 7 .5) (79 .5) ( 90 .4) ( 112 .9) (1 03 .8) ( l O 5 .7) (9 5 .6)

サバ
､
サラワク州 322

,
222 288

,
96 2 28 5

,
220 282

,
600 194

,
049 2 75

,
748 291

,
5 23 30 4

,
4 94 34 5

,
4 4 2 366

,
4 23

量 (8 9 .7) (88 .5) (8 8 .7) (60 .2) ( 85 ,6) ( 90 .5) ( 94 .5) ( 107 .2) ( 11 3 .7)

全 国 2 ,1 38 ,788 2 ,ー2 7,2 71 2,228 ,489 2,119 ,6 1 5 ー,9 44 ,240 2 ,03 6 ,64 1 2 ,140 ,904 2 ,09 4 ,9 95 2 ,1 97 ,35 1 2 ,2 57 ,0 37

(99 .5) (10 4 .2) (9 9 .1) (90 .9) (9 5 .2) ( 100 .I) ( 98 .0) ( 102 .7) ( 10 5 .5)

収

lヨ

穀 倉 地 域 3
,
84 6 3

,
98 7 4

,
039 3

,
8 1 1 3

,
7 50 3

,
6 96 3

,
7 49 3

,
8 33 3

,
90 4 4

,
106

( 半 島部) ( 10 3 .7) ( 10 5 .0) (99 .1) (9 7 .5) (9 6 .1) ( 9 7 ,5) ( 99 .7) ( 101 .5) ( 10 6 .8)

非 穀 倉 地 域 2
,
7 4 0 2

,
7 4 0 3

,
280 2

,
7 71 2

,
468 2

,
5 5 1 2

,
999 2

,
8 1 0 2

,
8 4 1 2

,
6 7 5

( 半 島部) ( 100 .0) ( 1 19 .7) ( 10 1 .0) (90 .1) (9 3 .1) ( 109 .5) ( 1 02 .6) ( 1 03 .7) (9 7 .6)

サバ ､ サラワク州 I
,
690 1

,
6 4 0 1

,
5 7 1 1

,
603 1

,
1 40 1

,
54 0 1

,
622 1

,
760 2

,
03 5 2

,
16 8

l ヨ
(9 7 .0) (9 3 .0) (9 4 .9) (6 7 .5) ( 91 .1) ( 96 .0) ( l O 4 .1) ( 1 20 . 4) ( 12 8 .3)

全 国 3
,
06 1 3

,
16 2 3

,
25 1 -3 ,068 2

,
883 2

,
9 4 1 3

,
06 4 3

,
l 1 0 3

,
238 3

,
36 0

( 10 3 .3) (106 .2) (100 .2) (94 .2) ( 96 .1) ( 100 .り ( lO 1 .6) ( 105 .8) ( 10 9 .8)

面積はh a
､
生産量は トン

､
収量 はk g / h a ｡ 数値は水稲と陸稲の 合計値｡ ( ) は1 9 9 4 年を10 0 とした指数

資料は表 6 と 同じ

まず作付面積に つ い て みる と､ そ れ がやや小さくなる年が数年おき に現れる (19 9 5 ､ 9 8 ､

2 0 0 1 ､ 0 3 年) ｡ そ の 年 の気候条件な どに よるもの と思われるが ､ 詳細は不明で ある ｡ た だ し､

半島部の 穀倉地域に つ い て は そ の変動は ほ とん どみられず ､ 安定 して い る｡ 作付面積の変動が

比較的大きい の はサ バ ､ サ ラ ワ ク州で ある ｡ 次 に生産量 に つ い て は､ 1 9 9 8 年 と 9 9 年を除き､

お お よそ安定した生産量を維持 して い ると いえ る｡ 1 9 9 8 年 に生産量が かなり減少 した (特 に

サ バ とサ ラ ワ ク の低下が大きか っ た) の は､ 1 9 9 7 年 に 大きな社会問題とな っ た イ ン ドネ シ ア

の森林火災とそ れ に伴う煙害の影響で はな いかと思われる｡ しか しそ の 年 で も､ 穀倉地域で の

生産量 は落ち込んで い な い ｡ 1 9 9 4 年 の生産量を 10 0 と して ､ 各年 の 数値を指数で 表した の が ､

図 1 で あ る｡
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図1 . 地域別にみた籾米生産皇の 変動 (1 99 4
- 2 00 3 年)

注) 1 9 9 4 年を 1 0 0 と した 指数

p a ddv S l a listi cs of M a laJ 5ia 2 00 3 より作成

サ バ ､ サ ラ ワ ク州が 9 8 年 に大きく落ち込んで いる こ と ( しか し以後は増加傾向に ある) ､ そ

して 半島部 ･ 非穀倉地域で は上下の変動が割と大きい ことと比 べ ると､ 穀倉地域の 生産は非常

に安定して おり､ そ れ が マ レ ー シ ア全体の米生産を支えて い る ことが理解で きる ｡ ま た ､ 面積

当たり収量でみ て も (表 8) ､ 上 記の生産量と同様に､ 9 8 年 と 9 9 年 に はかなりの 低下を記録し

たが
､ 最近は増加傾向に ある｡ こ れ は､ 理由は不明で あるが､ サ バ と サ ラ ワ ク州の 生産性が大

きく向上 して い る こ とが影響 して い る｡

次に ､ 穀倉地域 ごと に細かく検討して みた い ｡ 半島部 ･ 穀倉地域の 生産が マ レ ー シ ア全体の

米生産を支えて い る こ とばす で に確認できたが ､ 8 つ の 地域の 性格は必ず しも
一

様で はな い ｡

過去 10 年間の生産量の 変動をま とめた の が､ 表 9 で あ る｡
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表 9 . 穀倉地域別にみた籾米生産量の 変動 (1 99 4
- 20 03 年)

穀倉地域 1 9 9 4 1 99 5 1 996 19 97 1 99 8 19 99 2 00 0 2 00 1 2 0 02 20 0 3 年

M A D A

K A D A

P K S M

P B LS

P . P .P .B . P .

Pi n 礼n
g

S e b e r a n
g
P e r a k

K E T A R A

K e m a si n

S e m e r a k

8 46
,
18 4 862

,
19 1 836

,
35 9 7 53

,
77 7 777

,
21 1 795

,
260 760

,
952 78 4

,
186 820

,
29 5 8 48

,
66 4

( 10 1 .9) ( 98 .8) (89 .1) ( 9 1 .8) ( 94 .0) ( 89 .9) ( 9 2 .7) ( 弧 9) ( 100 .3)

1 88
,
212 181

,
233 198

,
1 1 7 199

,
6 13 1 7 1

,
4 93 1 65

,
885 1 76

,
276 15 2

,
3 71 12l

,
440 132

,
79 5

( 96 .3) ( 105 .3) ( 10 6 .1) ( 9l .1) ( 88 .1) ( 93 .7) ( 8 l .0) (6 4 .5) ( 70 .6)

116
,
12 7 162

,
9 58 140

,
0 86 18 1

,
192 157

,
174 1 5 2

,
359 1 4 8

,
286 126

,
52 2 174

,
18 8 178

,
34 4

( 1 40 .3) ( 120 .6) ( 1 56 .0) ( 135 .3) ( 1 3 1 .2) ( 127 .7) ( 10 9 .0) ( 1 5 0 .0) ( 1 5 3 .6)

1 5 1
,
5 18 146

,
6 52 15 4

,
778 168

,
8 73 178

,
07 4 1 5 7

,
139 173

,
868 189

,
45 4 17 7

,
13 8 199

,
8 73

( 96 .8) ( 102 .2) ( 1 1 1 , 4) ( 1 17 .5) ( 103 .7) ( 1 14 .8) ( 12 5 .0) ( 11 6 .9) ( 1 31 .9)

58
,
62 7 62

,
7 09 78

,
4 73 74

,
69 2 82

,
887 75

,
97 5 78

,
5 42 7 7

,
5 4 8 8 0

,
0 4 4 7 2

,
6 28

( 10 7 .0) ( 133 .9) (1 27 .4) ( 141 .3) ( 129 .6) ( 134 .0) ( 13 2 .3) ( 1 36 .5) ( 1 23 ,9)

62
,
65 6 56

,
9 52 67

,
232 68

,
4 4 3 60

,
394 60

,
4 90 62

,
23 4 68

,
9 85 74

,
5 26 79

,
0 5 8

( 9l .0) ( 107 .5) (10 9 .4) ( 96 .5) ( 96 .7) ( 99 .5) ( 1 1 0 .3) ( 1 1 9 .I) ( 1 26 .4)

28
,
832 3 5

,
296 4 3

,
35 2 34

,
8 7 6 29

,
90 4 27

,
64 7 40

,
3 78 2 7

,
704 3 8

,
7 7 0 39

,
9 7 4

( 12 2 .4) ( 15 0 .4) ( 1 21 .0) ( 103 .7) ( 95 .9) ( 140 .0) (9 6 .1) ( 1 34 .5) ( 1 38 .6)

2 4
,
568 19

,
7 48 26

,
4 38 24

,
0 5 2 22

,
8 4 4 2 1

,
75 1 2 5

,
199 10

,
8 89 6

,
4 1 6 1 4

,
4 4 0

(80 .4) ( 107 .6) ( 97 ,9) (9 3 .0) ( 88 .5) ( 10 2 .6) ( 4 4 .3) ( 26 .1) ( 58 .8)

1
,
4 76

,
7 2 3 1

,
5 2 7

,
7 38 1

,
5 4 4

,
834 1

,
5 05

,
5 1 7 I

,
479

,
982 1

,
45 6

,
5 0 5 1 ,46 5 ,7 35 1 , 4 37 ,659 1 ,4 92 ,8 18 1 ,5 65 ,776

(10 3 .5) ( 10 4 .6) ( 1 01 .9) ( 100 .2) ( 98 .6) (99 .3) ( 97 ,4) ( 1 0 1 . I) ( 1 06 .0)

単 位は ト ン ､ 数値は 全て 水稲 で あ る ( 陸稲 は み られ な い) ｡ ( ) は 1 9 9 4 年 を 1 0 0 と した 指数

資料 は表 6 と同 じ

前述の よう に ､ 穀倉地域全体で は､ 生産量の 変動は大きくなく､ 概 ね安定 して い る ｡ 1 9 9 4

年 を 1 00 と して 計算す ると､ 最低は 9 7 .4 ( 2 0 0 1 年) で最高は 10 6 .0 ( 2 0 0 3 年) と い う程度で

ある ｡ しか し､ 穀倉地域 ごと に分けて みると､ 生産 の変動はかなり大きい ことがわかる｡ 図 2

は
､
マ レ

ー

半島西岸部の 5 穀倉地域に つ い て ､ 生産量の 変動を指数で示 したもの で ､ 図 3 は半

島東岸部の 3 穀倉地域に つ い て 同様に 示したもの で ある ｡

半島西岸に つ い て み ると､ ま ず 1 0 年間を通して 変動の幅が非常に小さく､ 安定した生産を

維持して い る の が M A D A で あ る ｡ そ し て 同様に ､ 安定 した生産を継続 して き て ､
2 0 0 0 年代

に増加傾向に ある の が ､ P ちL S ( 北西 ス ラ ン ゴ
ー ル) と ス ベ ラ ン ･ ベ ラ地域で ある｡ ま た ペ ナ

ン地域で は､ か つ て 90 年代半ば に生産が増加し､ そ の後は安定して い る｡ 最後 に ､ 例外的な

の が P K S M で あり
､
こ の 地域の 生産は変動がか なり大き い ｡

次 に ､ 半島東岸に つ い て み ると､ 西岸 の穀倉地域の動向とはかなり異なる (図 3) ｡ K A D A

と ク マ シ ン ･ ス メ ラ ッ ク地域で は､ 2 0 0 0 年代 に入 っ て ､
生産は減少傾向に あり (特 に後者) ､

ま た
､
K E T A R A ( 北部ト レ ン ガ ヌ地域) で は､ 生産量変動の 幅が非常に大きくな っ て い る ｡

こ う して み ると､ 半島東岸部穀倉地域の 稲作は､ 西岸部に比 べ て ､ 縮小傾向に ある､ ま た は安

定性に 欠けると い わざるをえな い ｡
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図 2 .
マ レ ー 半島西岸部､ 穀倉地域別にみた籾米生産量の変動 (1 994

- 2 00 3 年)

注) 1 9 9 4 年 を 10 0 と した 指数｡ 資料 は 図1 と同 じ

園 3 . マ レ
ー

半島東岸部､ 穀倉地域別にみた籾米生産圭の変動 (1 99 4
- 200 3 年)

注) 1 9 9 4 年 を 1 0 0 と した指数｡ 資料 は図 1 と 同 じ

(4) 小括

以上 の よう に
､
マ レ

ー シ ア の稲作の地域的な動向や年 々 変動に つ い て 検討して きた｡ 籾殻発

電プ ロ ジ ェ ク トの 遂行を念頭に おくならば ､ 籾殻 の供給力が大きく ( すなわ ち米の生産量が多

く)
､
そ の生産が安定 して い る地域が望まし い と い う こと にな ろう｡ 今回の デ

ー タ整理 か ら考

えると､ 第
一

に 挙げられ る べ きは､ 米 の生産量が非常に多く､ か つ生産が非常に安定して い る

M A D A で あ ろう｡ 次 に 検討される べ きは､ 絶対的な生産量はより少な いが ､
生産が増加傾向

に あり､ か つ 生産性は全国ト ッ プ レ ベ ル に ある P B L S ( 北西 ス ラ ン ゴ
ー

ル) で あ ろう｡ そ し て

第三 に ､ 生産量 はさ ら に少なくなるが ､
生産の変動幅が小さい ペ ナ ン地域､ そ し て同じ程度の
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生産規模で , 近年増加傾向を示して い る ス ベ ラ ン ･ ベ ラ地域 ( た だし 二期作の実施率はやや低

い) を挙げて おきた い ｡

今回は､ 農業統計で得られるデ
ー タ をもと に検討した の み で あり､ さ ら に ､ 地域ごと の稲作

農家の 営農実態や米と籾殻の流通状況な どに つ い て も考察が必要とされ る｡

4 .
マ レ ー シ ア の エ ネル ギ ー 状況

(1) マ レ ー シ ア の
一 次 エ ネ ル ギ ー

マ レ
ー シ ア の

一

次 エ ネ ル ギ
ー 供給 の構成は表 1 0 の よう に ､ 石油と天然ガス の 2 つ の エ ネ ル

ギ ー 源 に大きく依存して い る｡

表10 . マ レ ー シ ア にお ける
一

次 エ ネル ギ
ー

供給 の構成 (2 00 0 年)

マ レ
ー

シ ア 日本 世界計

万 ト ン % 万 トン % 万 ト ン %

石 炭 16 6 3 . 4 9
,
3 7 4 1 7 .8 2 3 4

,
0 6 1 2 3 .2

石 油 2
,
3 0 0 4 6 .5 2 6

,
5 1 7 5 0 .3 3 6 2

,
03 8 3 5 . 8

天然ガ ス 2
,
17 0 43 . 9

6 0 1 .2

2 5 1 5 . 1

6
,
4 8 0 1 2 .3 2 10

,
05 5 2 0 . 8

原 子 力 8
,
3 9 3 1 5 .9 6 7

,
6 03 6 . 7

水 力 7 5 0 1 .4 2 2
,
6 1 8 2 .2

地熱な ど1 ) 4 0 0 0 .8 5
,
0 9 8 0 .5

C R W 2) 5 5 7 1 . 1 10 9
,
4 6 1 10 . 8

そ の 他 3) 2 3 0 . 0

計 4
,
9 4 7 1 0 0 .0 5 2

,
4 7 1 9 9 .5 1

,
0 10

,
9 5 7 10 0 . 0

1) 地熱､ 太陽光
､
風力､ 潮力 な ど｡

2) 可燃性再生 可能 エ ネ ル ギ ー

お よび廃棄物｡ C o m b u sti bl e R e n e w a bl e s a n d W a st e . 薪 ､ 炭 ､ 農産物 の

残留物､ 動物の 排継物､ 都市廃棄物な ど｡

3) 電力の 輸出入｡

資料 : I E A
"

E n e r g ァ B al a n c e s o f O E C D C o u n t rie s / N o n O E C D C o u n t ri e s 2 0 0 2
' '

マ レ
ー

シ ア は 日本､ 韓国､ シ ン ガ ポ
ー ル な どと違 っ て天然ガ ス が豊富に存在し､ そ の 生産と

需要の伸び に期待が寄せ られ て い る｡ マ レ
ー

シ ア の天然ガ ス生産量は､ 1 9 9 5 年 の 25 0 億 立方

メ
ー ト ル か ら 200 0 年 ま で に 50 億立方メ

ー トル 増え ､
3 0 0 億 立方メ

ー トル に なる と見られ て い

る ｡ P E C C の 報告 で は ､ マ レ
ー

シ ア の 天然ガ ス生産量は着実に増加し､ 20 0 5 年 に は 40 0 億立

方メ
ー

ト ル ､ 2 0 1 0 年 に は 50 0 億立方メ
ー

トル に達すると予想して い る｡

東 ア ジ ア及び東南ア ジ ア諸国の政府の ほとん どは ､ 輸入石油依存度を減らす ことを目的とし

て エ ネ ルギ ー 源 を分散させ､ ま た ガ ス の経済的及び環境上の 利点を認識させ て天然ガ ス の利用

を大幅に増やす計画を発表 して い る｡ P E C C は ､ 複合サイク ル発電が東ア ジ ア に おける天然ガ

ス需要の 成長の大きな原因とな っ て い る､ と述 べ る ｡ ア ジア に お ける天然ガス の需要を最も促

進させ る の は電力産業で ある｡

一 方 マ - テ ィ
ー ル 首相 (当時) は､ ｢ エ ネ ル ギ

ー 政策とし て ､ 現行 の 4 エ ネ ル ギ
ー 戦略 (石

油､ ガ ス ､ 水力､ 石炭) に 新 ･ 再生可能 エ ネ ルギ
ー 源を組み込む ことを再検討 して い る｣ と述

べ た ｡
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マ レ ー シ ア の 4 エ ネ ル ギ ー 戦略は これま で大きな成功をおさめ て きた｡ 特 に過去 20 年間､

発電部門で 力強い伸びをみせ た｡ しか し､ マ - テ ィ
- ル 首相は ｢ ガ ス ヘ の過剰な依存は､ 長い

目で 見る と決して 賢明とは い えな い ｡ 我 々 は水力の ような真の 再生可能 エネ ル ギ
ー

源 に頼らな

ければな らな い｣ と述 べ ､ さ ら に ｢ 経済回復の影響に よる電力需要増を満たす ため､ 政府はで

きるだ け早くサ ラ ワク州の B a k u n 水力発電プ ロ ジ ェ ク トを進める｣ と述 べ た ｡

こ の プ ロ ジ ェ ク トは ､ 以前 の 2 ,4 0 0 M W 級 の水力発電所計画を縮小 した もの で ､
T e n a g a

N a si o n al B h d に よ っ て 進め られる｡

具体的に は第 8 次 マ レ
ー

シ ア計画 (20 0 1 年 - 2 0 0 5 年) の もとで ､ マ レ
ー シ ア の エ ネ ル ギ

ー
･

ミ ッ ク ス の 新し い構成要素とし て の再生可能 エ ネ ルギ
-

資源 の開発に拍車をかけるため､ 適切

な戦略が立案され る こ と に なろう｡ エ ネル ギ
ー

節約 ･ 効率化計画に立 ち戻る こともまた､ 再生

可能 エ ネ ル ギ
ー の 重要性を再認識す る こと になる｡

(2) 再生可能 エ ネ ル ギ
ー

産業 の促進
1

表 11 は ､ マ レ
ー

シ ア に お ける発電燃料の構成を示して い るが ､
天然ガ ス が 7 割以上 を占め

て い る ｡

表1 1 . マ レ ー シ ア における発電燃料

単位 : %

N S T 2 0 0 3 年 6 月 15 日 付 に よ る｡

1 9 9 4 年時点で , 化石燃料を使用する エ ネ ル ギ
ー

部門は､ マ レ
ー

シ ア 国内の 二 酸化炭素排出

量の 68 % を占め て い た｡

マ レ
ー

シ ア 政府 は再生可能 エ ネ ル ギ
ー

産業 の 成長 に 拍車をか け る ため ､
S R E P ( S m all

R e n e w a b l e E n e r gァ P r o g r a m m e) を通 じて クリ
ー

ン な燃料源で発電する小規模発電事業者を創

設 しよう として い る｡ S R E P プ ロ ジ ェ ク トに より 3 つ の 小規模発電事業者が ライ セ ン ス を取得

し
､
そ れ以外に 30 の プ ロ ジ ェ ク トが承認され て い るが ､ そ れ をも っ て 再生資源革命の 始まり

と呼ぶ の はため らわ れる｡ そ の最大の要因は､ コ ス トと燃料供給の 問題で ある｡

再生 可能 エ ネ ル ギ
ー

発電は技術的に は実現可能で あるが､ 必要とされ る投資が他の 発電方式

に 比 べ 高額で ある｡ 発電所の建設 コ ス トは､ 発電能力 1 メ ガ ワ ッ ト当たり 40 0 万 - 5 0 0 万 リ ン

ギ で あ る｡ し か し､ 再生可能 エ ネ ル ギ
ー

の 価格は 1 k W h 当たり 0 .1 7 リ ン ギ に 上限が抑え られ

て おり､ 投資を呼び込むに は安価す ぎる｡ そ こ で ､ ク リ
ー

ン エ ネ ル ギ
ー

の 価格を上昇させ る こ

とが最善の 方法で ある｡ バ イ オ マ ス発電は､ マ レ ー シ ア の 多様な農業活動の おか げで原料供給

に 恵まれ て い る｡ し か し､ 長期的な実行可能性を保つ ため に 再生可能 エ ネ ル ギ
ー

産業は持続的

な燃料源を持たな ければならな い . しか し､ 同国の バ イオ マ ス総量に関す る信頼で きるデ
- 夕

は未だ存在しな い ｡ 燃料源に つ い て の信頼性の 不足が こ の プ ロ ジ ェ ク トを支援す る投資家の大

きな懸念材料とな っ て い る｡
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5 . マ レ ー シ ア に おける C D M の可能性

(1) 現状

京都議定書が 2 00 5 年 2 月 1 6 日 に発効した こと に 伴い ､ 日本は C O 2 を は じめとする温室効

果ガ ス ( G r e e n h o u s e G a s : 以下 G H G) を 20 0 8 年か ら 20 1 2 年 に お い て 1 99 0 年比 で 6 % 削減

する国際義務を負 っ た｡ 日本政府は､ 上記義務を履行するた め に ､
2 0 0 2 年 3 月 に ､ 地球温暖

化対策推進大綱を改定し (新大綱) ､ G H G 削減手段を以下の よう に設定 した ( 表 12) ｡

表12 . 新地球温暖化対策推進大綱

▲2 .5 %

内訳

±o .o % エ ネ ル ギ
ー 起源の 抑制

▲o .5 % 非 エ ネ ル ギ ー 起源の 排 出抑制

▲ 2 .0 % 革新 的技術開発及 び国民各層 の

さ ら な る地球温暖化防止活動の 推進

▲3 .9 % 森林整備､ バ イ オ マ ス 利用の 促進､ 都市緑

化 の 推進 な ど によ る 吸収量 の 確保

+ 2 .0 % 代替 フ ロ ン な ど 3 ガ ス の 排出抑制

残り (▲1 .6 % ) 京都メ カ ニ ズ ム の 活用

しか しなが ら
､
日本 の G H G 排出量は ､ 国連気候変動枠組条約批准 (1 99 4 年) 後も増加傾

向に あり
､
実際 に は 1 99 0 年比 で 1 5 % 前後の 削減を達成しな けれ ば､ 京都議定書の義務を履行

で きな い状況に ある
(iT
1
2)

｡ こ の よ うな状況を踏まえ て ､

日本政府は､ 20 0 5 年 3 月 に温暖化対策推進法と省 エ ネ法の改正案を閣議決定す ると ともに ､

中央環境審議会地球環境部会の ｢地球温暖化対策推進大綱の 評価 ･ 見直しを踏まえた新たな地

球温暖化対策の 方向性に つ い て ( 第 2 次答申)｣ を受け て ､ ｢ 京都議定書目標達成計画｣ の策定

に 向けた調整を行 っ て い る (20 0 5 年 5 月 に 閣議決定予定) ｡

自国の持続可能な発展に向け て C D M を積極的に活用 しようとす る動きが本格化し つ つ あ る｡

特に東南ア ジア諸国は日本と の プ ロ ジ ェ ク トの可能性に強く期待して い る ことば想像に難くな

い ｡ マ レ
ー シ ア に つ い て は､ 独立行政法人新 エ ネ ル ギ ー ･ 産業技術総合開発機構 ( N E D O )

が 経済産業省及び マ レ ー シ ア 天然資源環境省と共催で ､
C D M に 関する セ ミ ナ ー を開催する

(20 0 5 年 3 月 ･ ク ア ラ ル ン プ ー ル) な ど､ 日本 ･ マ レ
ー

シ ア 両国が ､ C D M に 対 し て強 い 期待

を寄せ て い る こ とが伺える ｡

(2) C D M

① C D M の 概要

C D M と は､ 京都議定書第 12 条 に基づ く制度で あり､ 共同実施 ( 第 6 条) ､ 排出量取引 (第

1 7 条) と並ぶ温室効果ガ ス排出単位の 国際的な移転メ カ ニ ズ ム ( 京都 メ カ ニ ズ ム) の
一

つ で

あ る｡ C D M は ｢ 附属書 Ⅰ に 掲げる締約国以外の締約国が持続可能な開発を達成し及び条約の

究極的な目的に 貢献す る こ とを支援する こと｣ 並び に ｢ 附属書 Ⅰ に 掲げる締約国が第三条の規

定に 基づ く排出の 抑制及び削減に関する数量化された約束の遵守を達成す る こ と｣ を支援す る

ことを目的とす る｡ こ の 目的を実現するため に
､
｢ 附属書 Ⅰ に掲げる締約国以外の締約国は､
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認証され た排出削減量を生 ずる事業活動から利益を得る｣ ( 同条 3 項 ( a)) と同時に ｢ 附属書

Ⅰ に掲げる締約国は､ 第三条 の規定に基づ く排出の抑制及び削減に関す る数量化された約束の

一

部の 遵守に 資す るため､ ( a) の 事業活動から生ず る認証された排出削減量を こ の 議定書の締

約国の 会合として の役割を果たす締約国会議が決定す ると こ ろ に従 っ て用 い る ことが で きる｣

( 同条 3 項 (b)) ｡

C D M の 最大 の特徴として ､ 京都議定書の 削減義務期間の 開始時 (20 0 8 年) はもとより､ 発

効 (20 0 5 年) よ りも早い段階, す なわち 20 0 0 年 か ら認証された事業活動を行う こ と に よ っ て

得られる排出削減単位を貯蓄 (B a n k i n g) す る形 で京都議定書義務履行に カ ウ ン トする こ とが

できる (同条第 10 項) ｡ こ の こ とか らも
､
先進国間で適用され る共同実施や排出量取引よりち

C D M を優先的に運用させた いと いう議定書の意図が読み取れる
(rr : 3 )

｡

(塾 C D M の 流れ

C D M は ､ 附属書Ⅰ 国間で排出単位を移動させ る共同実施ある い は排出量取引と異な り､ 本

来議定書上 の排出削減義務を負わな い発展途上 国 (非附属書Ⅰ国) で の事業か ら排出単位をカ

ウ ン トしようとするた め､ 中立的な第三者機関の監督が強く要請され る｡ 京都議定書で は､ 議

定書締約国会合 ( c o p / M O P) の 権限及び指導に従い ､ 並 び に C D M に 関する理事会の 監督

を受ける ( 同条第4 項) こ とを規定する｡ ま た事業活動か ら生ず る排出削減量は､ ( a) 関係締

約国が承認す る自発的な参加､ (b) 気候変動の緩和に関連す る現実の ､ 測定可能なか つ 長期的

な利益､ 並 び に( c) 認証された事業活動がな い場合に生ず る排出量の 削減に追加的に生ず るも

の で あると いう条件を確保しなけれ ばならな いが (同条第 5 項) ､ そ の た め に C O P / M O P が

指定す る運営組織 (D O E) の 設立 が不可欠で ある｡

(3) マ レ ー

シ ア に おける C D M 事業

① C D M 事業 の現状と マ レ
ー

シ ア

第 1 7 回 C D M 理 事会 (2 0 0 4 年 12 月) ま で に 審議された C D M プ ロ ジ ェ ク トは､ 6 3 件 で あ

る｡ ホ ス ト国と して は､ ブ ラ ジ ル (13 件) ､ イ ン ド (1 3 件) ､ タイ (7 件) の順 に 多い ｡ 日本

が積極的に C D M 事業を行う フ ィ
ー

ル ドとし て は
､
ア ジア

､ 特 に東南ア ジ ア諸国で の プ ロ ジ ェ

ク トが想定され るが
､
現時点で ､ ア ジア地域で の プ ロ ジ ェ ク トは､ 上述 の タイ を除い て それほ

ど多くない ( イ ン ドネ シ ア 3 件､ ベ トナ ム 1 件) ｡ マ レ
ー

シ ア を ホ ス ト国とする プ ロ ジ ェ ク ト

も
､
｢ パ ー ム オ イ ル 工 場の バ イ オガ ス プ ロ ジ ェ ク ト｣

(fl- 4)
及 び ｢ メ タ ン抽出 ･ 発電プ ロ ジ ェ ク

ト｣
(‖

=

-
5)
の 2 件 の み で ある ( い ずれ も日本企業が関与) ｡ こ れ ま で ､ 日本政府及び日本企業が東

南ア ジア に対し て行 っ て き た経済協力及び技術協力に鑑みれば ､ 京都議定書発効後､ こ れ ら の

地域で C D M 事業が活発に行われる ことが予想される ｡

② マ レ
ー

シ ア の 産業構造

マ レ
ー

シ ア に お ける国内総生産 ( G D P) 及 び就業人口の推移は表 13 の 通りで ある ｡ マ レ ー

シ ア は ､ 英連邦の 構成国と して独立 を達成す る以前から天然ゴ ム ､ す ず ､ 近年重要性を増 して

きた パ ー

ム 油 ( や し油) ､ 木材 ､ 石油な ど豊富な資源の 輸出に依存 して きたが､ こ れ ら
一

次産

品は世界の 好不況の 影響を受けやす い ため､ 政府は 1 96 6 年 より数次 にわ たり経済発展五 か年

計画を実施 し､ 生産物の多角化と工業化に努めて きた｡
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そ の 結果､ 表 13 で も明らかなよう に ､ 産業構造は､ 第 二次 (製造業) 及び第三次産業 (商

業 ･ サ ー ビ ス 業等) に シ フ トし てき て い る｡

表13 . マ レ
ー

シ ア の産業構造

G D P 構成比 就業人 口比

1 9 6 5 19 8 0 2 0 0 3 1 9 6 5 1 9 8 0 2 00 1

農 業 3 1 .5 2 2 .2 8 .7 5 2 .1 3 9 .7 14 .8

鉱 業 . 採 石 9 . 0 9 .2 7 .2 2 .5 1
.7 0 . 4

製 造 業 10 . 4 2 0 .2 3 0 .8 8 .3 1 5 .7 2 7 . 4

建 設 業 4 . 1 4 .5 3 .2 3 .5 5 .6 8 . 2

商 業 . サ
ー

ビ ス 業 15 .3 1 2 .6 1 4 .3

1 5 .6 2 0 .5 3 8 .6

金融 . 保険 . 不動産 6 . 0 8 .2 1 5 .1

政 府 サ ー ビ ス 1 9 . 1 13 .0 7 .4 1 7 .1 1 3 .7 10 .6

そ の 他 サ ー ビ ス 4 . 6 10 . 1 1 3 .3

マ レ
ー

シ ア統計局資料 よ り

上述の よう な現状は､ マ レ
ー

シ ア の 工業化 ･ 都市化の
一

因となり､ 労働力の 農業離れか ら､

い わ ゆる ｢ マ レ
ー

･ ジ レ ン マ｣
川三6)
を引き起 こ したと言われ る｡ い ず れ に せ よ､ 積極的な I T 戦

略が進め られ て い る こ ともあり､ 今後も エ ネ ル ギ
ー

消費型 の産業構造が継続する こ とは間違い

な い ｡

も っ とも､ 米の 生産に つ い て は､ 伝統的に マ レ ー 人 の小農経営が中心で ､ 植民地時代は需要

の 3 0 % ほ どを満たす に 過ぎなか っ た｡ しか し独立後､ 多収穫性品種の 採用､ 濯瀧田､ 二 期作

田 の 拡張が行われ ､ 現在は自給率 80 % を超える｡

③ マ レ
ー

シ ア の G H G 排出量と C D M の 可能性

非附属書 I 国で ある マ レ
ー

シ ア は､ 気候変動条約上､ G H G 排出 に関す る国別報告書提出に

関して は､ 義務 で はなく､ 努力規定に 過ぎな い ｡ しか しなが ら､ 2 0 0 0 年 7 月 ､ 自発的に事務

局に第 1 回報告書を提出した
( 柁 7)

0

そ の 報告書に よる と､ G H G 排出量は､ 19 9 0 年 の 1 38 ( × 1 0 0 万 ト ン C O 2 換算) か ら 1 99 4

年 に は 14 4 (4 % 増) と増加傾向に ある｡ な お ､
こ の 数値 は マ レ

-

シ ア の 豊富な森林に よる

G H G 吸収を加味した数値で ある｡ マ レ ー シ ア に お い て も先進国と同様､ エ ネル ギ
ー

の 需給 バ

ラ ン ス の 再検討が求められ ､ そ の結果､ バ イ オ マ ス をは じめとする新規 エ ネ ル ギ
ー

の 需要が高

まる と思われ る｡

京都議定書の 発効前か ら既に始動して いた C D M 事業は､ 発効を機に積極的に実施に 向け て

動き出す こ とが予想される｡ そ の 際､ 京都議定書の 削減義務を課された附属書Ⅰ国の 中で ､ 特

に不遵守に陥る可能性の高い 日本は､ 積極的に C D M 事業を展開して 行か ざるを得な い状況 に

あ る
(it s)

｡

地 理的特性及びこれ ま で の支援の蓄積か ら､ ア ジア特 に 東南ア ジ ア に おける事業の 立案が期

待され るが ､ 既 に いく つ か の事業が展開され て い るタイ､ イ ン ドと比較して ､ マ レ
ー

シ ア は こ

れか ら C D M 事業を展開して いく上で ｢市場として の魅力｣ が あると い っ て も過言で はな い ｡

ホ ス ト国となる マ レ
ー

シ ア と して も､ 工業化及び都市化の 過程に よる電力消費の 増加は不可避
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朴 恵淑他 マ レ ー シ ア の バ イ オ マ ス 発電 に関連 した 農業 ･ エ ネ ル ギ ー ･ C D M の 展望

的で あり ､
そ の結果 G H G の 排出増加に対する対策が急務で ある｡ そ の 際､ 米輸出国で ある隣

国タイ ほ ど で はな い に せ よ､ あ る程度生産量の確保で きる籾殻発電は､ バ イ オ マ ス や コ ジ ェ ネ

レ
ー

シ ョ ン な どと並ん で ､ オ プ シ ョ ンの
一

つ と し て十分検討に値す る｡

た だ し､ 以下 の点 に留意す る必要がある｡ タイ と比較し て ､ マ レ ー シ ア は C D M に 対す る実

績が少ない ｡ N E D O 主催の C D M に 関す るセ ミ ナ ー

で も指摘され て い るが ､
マ レ ー シ ア 政府

は､ C D M 委員会を立 ち上 げ､ C D M 政府承認体勢を構築す るな ど､ C D M 事業 に積極的な姿

勢を打ち出して い るが ､ 国内の指定運営機関が設置で き て い な い など､ 実施 の ため のイ ン フ ラ

は今後の 展開に ゆだね られ て い る｡ 今後は ､
マ レ ー シ ア 国内で の情報を収集し､ 他国で の経験

を生か しなが ら､ プ ロ ジ ェ ク トに必要な諸条件を整え ､ 早期 に C D M プ ロ ジ ェ ク トを実現させ

る こ とが ､ 日本､ マ レ
ー シ ア 両国 に と っ て 利益となる ( w i n - w i n ) 対策と考えられる｡ そ の 際

には､ マ レ
ー シ ア 国内の研究機関との 密接な連携も視野に入れ る べ き で あろう

`i T 9)
｡

( 4) C D M プ ロ ジ ェ ク トの現状

① C D M 理事会登録済み プロ ジ ェ ク トの件数 ; 2 65 件 (2 00 6 年 8 月 1 8 日現在)

表1 4 . ホ ス ト国別

(件数) ( G g / C O 2) ( 予測 削減量)

順位 ホ ス ト国 G H G 排出量 件数

1 位 イ ン ド 1
,
0 5 2

,
2 5 2 8 2

2 位 ブ ラ ジ ル * 1
,
0 2 9

,
7 0 6 5 8

3 位 メ キ シ コ 3 8 8
,
7 5 8 2 0

4 位 中 国 2
,
8 6 3

,
5 9 7 1 8

5 位 チ リ * 3 6
,
6 5 0 1 3

6 位 ホ ン ジ ュ ラ ス 7
,
5 0 0 9

7 位 マ レ ー シ ア * 13 6
,
3 6 5 7

8 位 韓 国 2 3 3
,
7 1 1 5

8 位 ア ル ゼ ン チ ン 電子デ - 夕無 し 5

･X ･ * は 1 9 9 4 年の デ ー タ (そ れ 以外 は 1 9 9 0 年)

(t c o 2 / 年)

順位 ホ ス ト国 予測削減量

1 位 中 国 36
,
6 6 5

,
4 1 6

2 位 ブ ラ ジ ル 13
,
6 5 6

,
1 5 7

3 位 韓 国 l l
,
0 7 5

,
0 4 7

4 位 イ ン ド 1 0
,
2 1 3

,
2 5 0

5 位 メ キ シ コ 3
,
9 7 3

,
2 9 6

6 位 チ リ 2
,
0 0 7

,
6 3 3

7 位 ア ル ゼ ン チ ン 1
,
7 0 1

,
1 2 2

8 位 マ レ
ー

シ ア 1
,
0 3 4

,
2 17

9 位 ベ ト ナ ム ( 2 件) 6 8 1
,
3 0 6

表1 5 . プ ロ ジ ェ ク ト ･ タイ プ別

(件数) ( 予測 削減量) (t c o 2 /
/
/

年)

1 位 エ ネ ル ギ
ー 1 5 6

2 位 廃棄物処理 / 農業 3 3

3 位 廃棄物処理 2 6

4 位 製造物 1 3

5 位 エ ネ ル ギ ー / 廃棄物処理/ 農業 Eq

1 位 H F C (8 件) 4 5
,
1 8 7

,
4 0 9

2 位 化学産業 ( 2 件) 1 5
,
1 1 1

,
16 5

3 位 廃棄物処理 8
,
8 3 3

,
7 6 0

4 位 エ ネ ル ギ
ー 8

,
1 0 9

,
1 6 6

5 位 廃棄物処理/ 農業 2
,
9 2 2

,
7 7 7

6 位 エネル ギ ー / 廃棄物処理/ 農業 1
,
5 8 9

,
5 1 9
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表1 6 . マ レ
ー

シ ア に おける C D M 登録済みプ ロ ジ ェ ク ト

番号 プ ロ ジ エ ク 卜名 登録年月日 関係国 プロ ジ エ ク 卜タイプ 削減予測

2 5 2

サ バ 州サ ン ダ カ ン に位置す る総発電量

が 1 1 .5 M W の パ
ー ム 郁子房有効利 用

2 0 0 6 / 7 / 2 1 日 本
エ ネ ル ギ

ー 産業/
2 3 0

,
0 19

バ イ オ マ ス 発電事業 (セ グ ン ト
ー ル バ

イ オ エ ネ ル ギ
ー )

廃棄物処理 / 農業

2 5 0

サ バ 州サ ン ダ カ ン に位置す る総発電量

が 1 1 .5 M W の パ
ー ム 柵子房有効利用

バ イオ マ ス 発電事業 ( キナ バ イオパ ワ
ー

)

2 0 0 6 / 7 / 2 1 ‖
エ ネ ル ギ

ー 産業/

廃棄物処理 / 農業
2 3 0

,
0 19

2 1 3
マ レ

ー

シ ア L D E O バ イ オ マ ス 蒸気発
2 0 0 6 / 6 / 1 0 カ ナ ダ

エ ネ ル ギ
ー 産業/

2 0 8
,
8 7 1

電所 プ ロ ジ ェ ク ト 廃棄物処理 / 農業

2 1 2
マ レ

ー

シ ア S E O バ イ オ マ ス 蒸気発電
2 0 0 6 / 6 / 1 0 カ ナ ダ

エ ネ ル ギ
ー 産業/

2 1 6
,
8 3 1

所 プ ロ ジ ェ ク ト 廃棄物処理 / 農業

1 6 5
S a h a b a t 果物 空房 バ イ オ マ ス プ ロ ジ エ

ク ト
2 0 0 6 / 4 / 2 3 英国 エ ネ ル ギ

ー 産業 5 3
,
9 8 6

1 5 2
ポ ー ト ラ ン ド セ メ ン ト社郁子房利用バ

イ オ マ ス エ ネ ル ギ
ー 転換 プ ロ ジ エ ク 卜

2 0 0 6 / 4 / 7 フ ラ ン ス 製造業 6 1
,
9 4 6

1 0 2
L u m u t バ イ オ マ ス エ ネ ル ギ

ー プ ラ ン

ト プ ロ ジ エ ク 卜
2 0 0 6 / 2 / 2 4 デンマ ー ク エ ネ ル ギ

ー 産業 3 2
,
5 45

暫 定的評価

上記表 1 4 か らもわか るよう に ､ C D M の ホ ス ト国 に はか なり隔たりがあり､ 途上国 の 中で

も人口 ､ 経済規模の大き い ｢ 途上国の中の大国｣ に集中して い る｡ こ れ は､ 経済規模が大きい -

エ ネ ル ギ ー 使用が多く､ 温室効果ガス排出量も多い ことか ら､ 削減ポ テ ン シ ャ ル が大き い と判

断された結果と考え られる ｡ 同様 に人 口規模の多い国の 方が ､
温室効果ガス排出量が多く､ 高

い 削減効率が期待で きる｡ ま た ､
い わ ゆる B R I C s が上 位を占め て い る こ とか らもわか るよう

に ､ 高度経済成長過程に ある国に お い て プ ロ ジ ェ ク トが多い の は､ 多く の技術提供企業が削減

効率の 高い 国で の プ ロ ジ ェ ク トを模索して い るか らと考え られ る｡

特 に こ の 1 年 (20 0 5 年後半か ら 200 6 年前半) はイ ン ドが突出して い る ｡ こ の 理由は､ 上記

理 由に加え て ､ 投資環境の 整備､ 契約上 の理由 (英語) ､ ま た高 い 労働能力 へ の期待に加えて ､

国 レ ベ ル で の 担当部署 ( D e si g n a t e d N a ti o n al A u t h o rit y : D N A ) 及 び承認ス キ
ー

ム の早期確立

な どが考えられる｡

表 15 の プ ロ ジ ェ ク ト ･ タ イ プ別で は ､ 件数 にお い て エ ネ ル ギ ー 関連事業 (風力や水力な ど

発電事業) が最も多い ｡ こ れ は ､ 特に ヨ ー ロ ッ パ を中心 に ､ 自然 エ ネ ル ギ ー 関連企業の C D M

に 対す る関心が高く､
一

方 で ホ ス ト国側で は､ 火力や大規模水力発電な どに 限定され て い る と

い っ た点が理 由と して考え られる ｡ ま た､ エ ネ ル ギ
ー

関連事業の 場合､ ベ
ー

ス ラ イ ン及び モ ニ

タ リ ン グ の方法論がある程度確立 して い る こ とも要因の
一 つ で あ る｡

た だ し
､ 削減量別で は､ 圧倒的に代替フ ロ ン及び化学産業に よるプ ロ ジ ェ ク トの割合が高い ｡

こ れ ら の プ ロ ジ ェ ク トに共通し て言える ことは､ 1 件当たり の プ ロ ジ ェ ク トの 規模が大き い点､

及 び､ 先進締約国が直接事業にかかわ っ て い る点で ある ｡ そ の
一

方 で廃棄物処理 / 農業 (及 び

エ ネ ル ギ ー と の組み合わせ) は､ 登録件数はある程度多い もの の ､ 削減量はま だそ れ ほど多く

ない ｡ こ れ は バ イオ マ ス ( 籾殻､ パ
ー

ム) や排滑発電な どの プ ロ ジ ェ ク トが中小規模で 実施可

能で ある こ とが原因で あろう ｡
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ー

シ ア の バ イ オ マ ス 発電 に 関連 した農業 ･ エ ネ ル ギ
ー
･ C D M の 展望

表 14 及 び表 16 を見ると､ マ レ ー シ ア は､ プ ロ ジ ェ ク ト数及びプ ロ ジ ェ ク ト規模に お い て ､

上位国に は及ばな い が､ 国際社会全体の 中で は決し て少なくはな い ｡ イ ン ドや中国な どで の プ

ロ ジ ェ ク トがある程度飽和状態に近づ い た とき､ 東南 ア ジア諸国で比較的経済状況の安定して

い る国に 関心 が向けられる可能性は高い と言える｡ も ち ろんイ ン ドの よう に プ ロ ジ ェ ク トの承

認手続きが円滑に進む体制がとられる ことが前提で ある｡

ま た マ レ
ー

シ ア の場合､ す べ て ホ ス ト国以外に先進締約国が関与す るプ ロ ジ ェ ク トで ある｡

そ の 結果比較的大規模な事業が多く
､ 特 に最近の 4 つ の 事業 ( 登録番号 21 2 ､ 2 1 3 ､ 2 5 0 及 び

2 52) は上位 40 位以内に含まれ て い る｡

今後､ 中東情勢の不安が続き
､ 原油 の高騰が続い た場合､ マ レ

ー シ ア を含む東南ア ジ ア で の

エ ネ ル ギ ー 政策 に大きな変化が現れる可能性がある｡ 産油国で あるイ ン ドネシ ア やブ ルネイ の

原油輸出がイ ン ドや中国な どの大消費国に シ フ トす ると東南ア ジ ア諸国の電力供給に大きな影

響を与える ことは必至で ある｡ そ の
一

方で ､ バ イ オ マ ス や ､
風力､ 地熱など再生可能 エ ネ ル ギ

ー

の 需要は今後大きく伸びる可能性を持 っ て おり､ そ の意味で マ レ
ー

シ ア に おける バ イオ マ ス発

電事業はホ ス ト国の持続可能な発展に大きく寄与す ると言える｡

② マ レ
ー

シ ア にお ける C D M プ ロ ジ ェ ク トの ため の基本デ
ー タ

表1 7 .
一

般的情報

面 積

人 口

口 語

政 治 体 制

G D P

l 人 当 た り G D P

経 済 成 長 率

物 価 上 昇 率

主 要 産 業

対

主

夫

日 関

要 援 助

業

約 3 3 万 k m
2

約 2
,
4 5 3 万人

マ レ
ー

語 ､ 中国語､ 英語 ､ タ ミ
ー ル 語

立 憲君主制 (議会制民主 主 義)

5 7 7 億米 ドル

3
,
6 1 0 米 ドル

4 .1 0 %

1 .8 0 %

製造業 (電気機器) ､ 農林 業 (天然 ゴ ム ､ パ ー ム 油 ､ 木材)

鉱 業 (錫､ 原油､ L N G )

通商協定租税協定

( 1) 日 (2) デ ン マ ー

ク (3 ) 独

3 . 5 0 %
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表1 8 . 温 室効果ガ ス 排出イ ン ベ ン トリ
ー

(1 g 9 4 年)

表1 8 -

1 . ガ ス 別排出量

温室効果ガ ス G g / C O 2 e %

-
. 酸化 炭素 c o.～ 8 9

,
3 8 8 6 6 %

メ タ ン C Ⅰ1_1 4 6
,
〔i5 1 3 ヰ%

一

酸 化 二頚 宗 N .

.0 12 6 () . 1 %

fpl F C

P F C

S F 6

.-:.JF l 3 6
,
3 6 5

蓑18 - 2 . 産箕別排出量

S o u r c e G g / C O ∃E %

化 石燃 料 燃 焼 ; 汎 ヰ0 6
1

6
.

2 %

燃 焼か らの 逸散排出 1 2
.
4 5 6 9 %

産 業行程 ヰ
.
9 7 3 ヰ%

段業 6
,
g 3 2 5 %

土 地 利用 変化 及 び森林 3 0 9
J

6

廃棄物 2 6
,
5 9 7 2 0 %

汁 13 6
,
36 7

③ 国内の C D M に 関する準備過程

一 酸化 二 塁東

N 2 0 0 . 1 %

蓑19 .
C D M 準備過程

1 9 9 4 /
/
0 7 気候変動条約批 准

l 9 9 9 / 0 3 点 凱議
'

jii
'

吾 署名

2 0 0 ? / 0 9

京都議
'

i{ 吉批 准
･

マ レ- シ 7 . エ ネ ル ギ- . セ ン タ- ( P T M ー か エ ネ ル ギ - . セ クタ ー⊂
1

D M

技術委員仝事紛議と な るロ
･ 糾の C D M プ ロ ジ エ ク 卜申訳が エ ネ ル ギ- . セ ク ター C L) M 技術委員仝 に 提

.

L
1
'

1 され る .
〕

2 0 0 3 / 0 3

･

大然 資源 . 環境 帯が D N A に 認 定さ れ る ○
･ テ ン マ - ク周 際 開発 庁 ( D A N I D A ) に よ る キ ャ パ シ テ ィ . ビ ル デ イ ン ブ .

プ ロ ジ エ ク 卜が P T ～一 に お い て 実施 さ れ る〔

2 0 0 3 / 0 8 C D M 国家委員会が 国 と して の C Ⅰ) M ク ラ イ テ リ ア を 承 認 す る ,,

ー 1 0 6
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ー

シ ア の バ イ オ マ ス 発電 に 関連 した 農業 ･ エ ネ ル ギ
ー
･ C D M の 展望

図 5 .
マ レ ー シ ア に おける C D M プ ロ ジ ェ ク トの組織的枠組

D N A : 天 然 資源 ･ 環境 省環境保護管理局 ( C o n s e r v a ti o n a n d E n vi r o n m e n t a l

M a n a g e m e n t D i v i si o n , M i n ist r y o f N a t u r al R e s o u r c e s a n d E n v i r o n m e n t ; N R E)

④ マ レ
ー シ ア にお ける C D M 東認基準 ( ナ シ ョ ナ ル

･ ク ラ イ テ リ ア)

( a) プ ロ ジ ェ ク トが政府の持続的開発に関わる諸政策に沿 っ て い る こ と｡

(b) プ ロ ジ ェ ク トは C D M 理 事会 で定められ て い る以下の諸条件を満たす もの で ある こ と｡

( i ) 自発的参加

(ii) 測定可能な長期的便益

(iii) 当該プ ロ ジ ェ ク トの実施がな い場合と比較 した排出量の 削減

( c) プ ロ ジ ェ ク ト の実施が マ レ ー シ ア と附属書 Ⅰ国と の協力 により実施され る こ と｡

(d) プ ロ ジ ェ ク ト の実施に技術移転及び/ もしくは技術的な改善を伴う こ と｡

( e) プ ロ ジ ェ ク トが持続的開発の達成に直接の 便益をもたらすもの で ある こ と｡
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④ マ レ
ー

シ ア に おける C D M 承認過程

運営組鞭

園 6 . マ レ
ー シ ア にお ける C D M 承認過程

京都メ カ ニ ズ ム 情報 プ ラ ッ トホ
ー ム ( U R L h tt p :// w w w .k y o m e c h a . o r g/in d e x . h t m l)

よ り 一

部修正

6
.
おわ りに

マ レ
ー

シ ア で の調査 は､ 2 0 0 6 年 3 月 1 7 日 か ら 22 日 に か け て
､
マ ラ ヤ ( プ ト ラ) 大学､ 行

政､ B E R N A S ､ 研 究機関､ マ レ ー シ ア 統計局な ど
､
大勢 の 関連機関の 多大な協力に より行わ

れた ｡ 深く御礼を申し上げる ｡

- 1 0 8 -



朴 恵淑他 マ レ
ー

シ ア の バ イ オ マ ス 発電 に 関連 した農業 ･ エ ネ ル ギ
ー ･ C D M の 展望

本研究成果に基づく発展的研究に つ い て次 の ような テ
ー

マ で 引 き続き調査研究を行う必要が

ある｡

1
. 籾殻だけ で なく､ パ

ー ム 郁子な ど､ 多様な バ イオ マ ス の燃料に つ い て 考察す る｡

2
.
マ レ

ー

シ ア な ど東南ア ジア の エ ネ ル ギ
ー

構造を調査する ｡

3 . C D M の 現状及び将来ビ ジ ョ ン を考察す る｡

4
. 東南 ア ジア の 政治 ･ 経済 ･ 社会 ･ 文化的動向を調査する ｡

5
.
日本 と の 関係を探る｡

特 に ､ 東南ア ジ ア諸国に お い て こ れま で に実施された C D M に 関す る評価及び将来の展望に

つ い て の調査は ､ 大変重要な意味を持 つ ｡ マ レ
ー

シ ア の C D M プ ロ ジ ェ ク トの数及び規模は世

界 7 - 8 位 で ､ 東南 ア ジ ア諸国の 中で ト ッ プ を占め て おり､ そ の 内容に お い て も先進締約国と

の比較的規模の 大き い プ ロ ジ ェ ク トが多い ｡ 中部電力が関わ っ て い る マ レ
ー シ ア で の パ

ー

ム 榔

子 の房を燃料とす る バ イオ マ ス発電事業は ､
温室効果ガス削減のク レジ ッ トを得る意味だけ で

なく､ 廃棄物を資源化す る ことが可能となり､ ホ ス ト国の持続可能な発展に 大きく寄与する こ

ととなる｡ 中東情勢の不安に伴う原油の高騰が懸念される中､ 化石燃料か ら バ イオ マ ス や風力､

太陽光 (熱) 発電など の新 エ ネ ル ギ
ー

へ の 需要が大きく伸びる可能性が高い ｡

一

方 ､
C D M の ホ ス ト国は ､

途上国の 中で も人口や経済規模の 大き い大国に集中して い る こ

とか ら
､ 途上国間の隔たりが見えはじめて い る ｡ 人口 や経済規模が大きい 国で の プ ロ ジ ェ ク ト

が多い の は､ 多く の技術提供企業が削減効率の 高い 国で の プ ロ ジ ェ ク トを模索す る こ と に よる

と考え られる ｡ プ ロ ジ ェ ク ト ･ タイ プ別 に見ると ､
エ ネ ル ギ ー

関連事業が最も多い ｡ ヨ
ー ロ ッ

パ を中心 に自然 エ ネ ル ギ
ー

関連企業の C D M に 関する関心 が高い 上 に ､ ベ
ー

ス ラ イ ンや モ ニ タ

リ ン グの 方法論が ある程度確立 し て い る こ とも要因の
一 つ と して 考え られ る｡

京都議定書第 1 約束期間以降の 2 01 3 年以降の 国際的な枠組み は明確で な い 中で ､ 東南 ア ジ

アを含む途上国と の C D M へ の 取り組み に つ い て 経済的側面だ けで なく､ 社会や文化的側面を

取り入れた総合環境学的検討を行う必要がある ｡ 2 0 1 3 年以降の C D M へ の 取り組み課題を明

確にす る こ とが ､ 今後 の最優先的課題となる｡

注

1 D r . H a s s a n l b r a hi m ( マ レ
ー

シ ア エ ネ ル ギ
ー セ ン タ

ー 最高経営責任者 c E O ) へ の イ ン タ ビ ュ
ー 記

事を 参考 に し た ( N S T 紙 2 0 03 年 6 月 1 5 日付) .

(注 2) 環境 省の 作成 し た 資料 に よれ ば､ 気候変動枠組条約事務局 に 提出 し た 国別報告書 に よれ ば､ 2 0 0 2

年の G H G 排 出量は ､ 1 9 9 0 年比 で 7 .6 % 増加 して い る ｡ 2 0 03 年度の 速報値 で も 8 .0 % の 増加 で あ る｡

以 下 の ホ
ー

ム ペ
ー

ジ を 参 照 ｡
h t t p :// w w w . e n v .g o .j p / e a r t h / o n d a n k a /g h g /2 0 0 2 g h g ･ p df お よ び h t t p ‥//

w w w . e n v .g o .j p / c o u n c il/0 6 e a rt h /y O 6 01 2 4 / m a t O2 ･p d f

( 注 3) 加藤久和 ｢ ク リ
ー

ン 開発メ カ ニ ズ ム｣ 高村 ･ 亀山編 『京都議定書の 国際制度』 (信 山社 ･ 2 0 0 2 年)

p .1 0 8
0

( 注 4) 管理番号 0 0 13 ｡ ㈱ エ ッ ク ス 都市研究所 と松下電器産業㈱

(注 5) 管 理番号 0 03 9 ｡ マ レ
ー

シ ア の B u m ib io p o w e r . S d n . B h d の 発電事業 に対 して ､ 三 菱証券㈱ が 日 本

で 投資家 を探索中｡

(注 6) 食料の 輸入 拡大 と食料価格の 高騰か ら生 じる不安定な国民経済 の 状況を指す ｡

(注 7) ht t p :// u n f c c c .i n t/ r e s o u r c e /d o c s/n a t c / m a l n c 1 .p df

( 注 8) 京 都議定書 に よれ ば､ C D M に よ っ て 獲得 でき る排出削減量 は､ 第 3 条 に基 づ く数量化 さ れ た 約
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束 の ｢
一

部｣ の 遵守 で あ り(第 1 2 条 3 項 ( b)) ､ 共 同実施お よ び排出量取引 と同様､ 国 内行動 の

｢ 補完的｣ 措置で な け れ ば な らな い が ､ C O P 6 の 合意 ( ボ ン 合意) に よ り ､ 定量 的制約で は な く､

遵守委員会促進部 に よ る対処 に よる 定性的制約が課さ れ る こ とに な っ た ｡ T h e B o n n A g r e e m e n t s o n

t h e l m pl e m e n t a ti o n o r B u e n o s A ir e s Pl a n o f A c ti o n , F C C C / C P /2 0 0 1/5 , p ･4 2 ･

( 注 9) 実 際 に､ 注 4 の プ ロ ジ ェ ク トで は ､ 日 本か ら九州工業大学､ マ レ
ー

シ ア か ら U n i v e r sit y P u t r a

M a l a y sia が共 同計画に参画 して い る｡

< 参考文献 >

石田章 ( 2 0 0 1) : 『マ レ ー シ ア農業 の 政治力学』 日本経済評論社

国際農林業協力協会編 (1 9 8 8) : 『マ レ ー シ ア の 農業一現状 と開発の 課題- 』 国際農林業協力協会

柴田明夫 ( 2 0 0 4) : マ レ ー シ ア にお ける 食品 ( コ メ) 流通. 丸紅経済研究所. ホ
ー ム ぺ - ジ

( h t t p :// w w w . m a r u b e n i . c o .j p/ r e s e a r c h /5
_
i n d u st ry
_
w o rld
N
P d f/0 4 10 13 s hib a t a . p df)

マ レ ー シ ア 日 本人商工会議所調査委員会編 (2 0 0 5) : 『マ レ ー

シ ア - ン ドブ ッ ク 2 0 0 5』 マ レ ー

シ ア 日本人

商 工会議所

朴 恵淑 ･ 荒井茂夫 ･ 宇都宮陽 二朗 ･ 中川正 ･ 福田和展 ･ 鹿嶋津 ･ 西村智朗 ･ 宮岡邦任 ･ 上 野達彦 ( 2 0 0 6) :
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堀 内久太郎 ･ 小林弘明編著 ( 2 0 00) : 『東 ･ 東南 ア ジ ア 農業の 新展開一中国 ･ イ ン ドネ シ ア ･ タ イ ･
マ レ

ー

シ ア の 比較研究- 』 農林統計協会

M in i st r y o f A g ric u lt u r e , M a l a y si a (1 9 9 9) . T h ird N at io n a l A g ri c u lt u r a l P oli cy (1 99 8
1 20 10) . M i n i st r y o f

A g ri c u lt u r e , M al a ァs l a

M o r o o k a
,
Y ･ e t al l 1 9 9 6 ･ R e c e n t a d v a n c e s i n M a laJ 5i a n ri c e p r od u cti o n : di re ct s e ed in g c u lt u r e in th e M u d a a r e a .

M u d a A g ri c u lt u r al D e v el o p m e n t A u t h o rit y ( M A D A ) & J a p a n I n t e r n a t i o n a l R e s e a r c h C e n t e r f o r

A g ri c u lt u r a l S c i e n c e (JI R C A S) .

< 統計資料 >

D e p a rt m e n t o f A g ri c u lt u r e , P e n i n s u l a r M al a y sia ( 2 0 0 4) : P a d dLy P r o d u ctio n S m ey R ep o rt M a lay si a .
･ Ojf S ea s o n

2 00 3 1 D e p a rt m e n t o f A g ri c u lt u r e , P e n in s u l a r M a l a y s l a .

D e p a rt m e n t o f A g ri c u lt u r e , P e n i n s u l a r M al a y si a (2 0 0 5) : P a ddiy P r od u ctio n S m eJ R ep o rt M a lay si a : M ai n S e a s o n

2 00 3 / 20 0 4 . D e p a r t m e n t o f A g ri c ult u r e , P e n i n s u l a r M al a y s l a .

D e p a rt m e n t o f A g ri c u lt u r e , P e n i n s u l a r M al a y sia ( 2 0 0 5) ‥ P a d dLy S ta ti stic s of M a lay 5i a 2 0 0 3 . D e p a rt m e n t o f

A g ri c u lt u r e , P e n i n s u l a r M al a ァs l a ･

D e p a rt m e n t o f S t a t ist i c s , M al a y si a (2 0 0 5) : Y e a rb o ok of Sl a tisl ic s M al aJ Si a 20 0 5 . D e p a rt m e n t o f St a t i st ic s ,

M al a y s l a .

D e p a rt m e n t o f S t a t ist i c s , M al a y si a ( 20 0 5) : St a t e/ D ist rict D at a B a n k M al ay si a 2 00 5 . D e p a rt m e n t o f S t a ti st i c s ,

M al a y s l a .

M i n i st ry o f A g ri c u lt u r e a n d A g r o
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